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添付資料 1.3.4 

 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の概要図 

 

 

 

第 1 図 「格納容器バイパス（インターフェイスシステム

LOCA）」の重大事故等対策の概要図（1/3） 

（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 

 

 

第 2 図 「格納容器バイパス（インターフェイスシステム

LOCA）」の重大事故等対策の概要図（2/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

添付資料 1.3.5 

 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ時の概要図 

 

 

第 1図 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）時の重大事故等対策

の概要図 

（原子炉隔離時冷却系による原子炉注水段階） 

添付資料 1.3.5 

 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の概要図 

  

 

第１図 「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」の 

重大事故等対策の概要図（１／３） 

（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

第２図 「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」の 

重大事故等対策の概要図(２／３) 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3-155



   

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

第 3 図 「格納容器バイパス（インターフェイスシステム

LOCA）」の重大事故等対策の概要図（3/3） 

（原子炉注水，原子炉格納容器除熱及び原子炉冷却） 

 

 

 

 

第 2図 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）時の 

重大事故等対策の概要図 

（漏えい抑制のための原子炉減圧後の低圧炉心スプレイ系及び 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水段階） 

 

 

 

 

 

第３図 「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」の 

重大事故等対策の概要図(３／３) 

（原子炉注水及び原子炉冷却） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 3図 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）時の 

重大事故等対策の概要図 

（隔離成功後の低圧炉心スプレイ系による原子炉注水及び 

残留熱除去系による格納容器除熱段階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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添付資料 1.3.5 

インターフェイスシステム LOCA 発生時の破断面積及び現場環境

等について 

 

 

インターフェイスシステム LOCA 発生時の破断箇所は，運転中

に弁の開閉試験を実施する系統のうち，インターフェイスシステ

ム LOCA が発生する可能性が最も高い高圧炉心注水系の吸込配管

としている。ここでは，高圧炉心注水系の低圧設計部となってい

る配管，弁及び計装設備の耐圧バウンダリとなる箇所に対して，

各構造の実耐力を踏まえた評価を行い，破断面積の評価及びイン

ターフェイスシステム LOCA 発生時の現場環境への影響について

評価する。 

 

添付資料 1.3.6 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の破断面積及び現場環

境等について 

 

1．評価対象系統について 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ）」（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）

では，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続し格納容器外に敷設

された配管を有する系統において，高圧設計部分と低圧設計部

分を分離する隔離弁の誤開放等により低圧設計部分が過圧さ

れ，格納容器外での原子炉冷却材の漏えいが発生することを想

定する。原子炉冷却材圧力バウンダリに接続し格納容器外に敷

設された配管を第１図に示す。 

ＩＳＬＯＣＡの評価対象となる系統は，第１表に示すとおり

以下の条件を基に選定している。 

①出力運転中に高圧設計部と低圧設計部とを分離する隔離

弁が閉止されており，隔離弁の誤開放等により低圧設計

部が過圧されることでＩＳＬＯＣＡ発生の可能性がある

系統 

②出力運転中に高圧設計部と低圧設計部とを分離する隔離

弁の開閉試験を実施する系統 

③出力運転中に高圧設計部と低圧設計部とを分離する隔離

弁が 2個以下であり，開閉試験時に隔離弁 1個にて隔離

機能を維持する系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 1.3.6 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の破断面積及び現場環

境等について 

 

１．評価対象系統について 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイ

スシステムＬＯＣＡ（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）」では，

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続し原子炉格納容器外に敷設さ

れた配管を有する系統において，高圧設計部分と低圧設計部分の

インターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の誤開放等により低

圧設計部分が過圧され，原子炉格納容器外での原子炉冷却材の漏

えいが発生することを想定する。原子炉冷却材圧力バウンダリに

接続し原子炉格納容器外に敷設された配管を図１に示す。 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続し，原子炉格納容器外に系

統配管があるラインは下記の通りである。 

・高圧炉心スプレイ系注入ライン 

・残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン 

・残留熱除去系炉頂部ライン 

・残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン 

・残留熱除去系停止時冷却モード抜出ライン 

・低圧炉心スプレイ系注入ライン 

・原子炉隔離時冷却系蒸気ライン 

・ほう酸水注入系注入ライン 

・原子炉浄化系系統入口ライン 

・制御棒駆動系挿入ライン 

・制御棒駆動系引抜ライン 

・主蒸気系ライン 

・給水系注入ライン 

・試料採取系サンプリングライン 

・圧力容器計装系ライン 

 

高圧バウンダリのみで構成されている圧力容器計装系ライン

は，ＩＳＬＯＣＡの対象としない。影響の観点から，配管の口径

が小さい制御棒駆動系挿入ライン，制御棒駆動系引抜ラインおよ

び試料採取系サンプリングラインは，評価の対象としない。 

さらに，ＩＳＬＯＣＡ発生頻度の観点から，高圧炉心スプレ

イ系注入ライン，残留熱除去系炉頂部ライン，原子炉隔離時冷却

系蒸気ライン，ほう酸水注入系注入ライン，原子炉浄化系系統入

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ISLOCA

の評価対象となる系統に

ついて，発生頻度の観点

も踏まえて選定している 
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以上により，ＩＳＬＯＣＡの評価対象としては，以下が選定

された。 

・低圧炉心スプレイ系 

・残留熱除去系（低圧注水系）Ａ系原子炉注入配管 

・残留熱除去系（低圧注水系）Ｂ系原子炉注入配管 

・残留熱除去系（低圧注水系）Ｃ系原子炉注入配管 

これらの評価対象に対して構造健全性評価を実施し，この結

果に基づき有効性評価における破断面積を設定する。 

なお，出力運転中に隔離弁の開閉試験を実施する系統として

は，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系も該当する

が，開閉試験時に隔離弁 1個にて隔離機能を維持する範囲は高

圧設計となっている。これらの系統にて低圧設計部の圧力上昇

が確認された場合には，運転手順に従い注入弁の隔離状態を確

認する等，圧力上昇時の対応操作を実施する。 

 

口ライン，主蒸気系ライン及び給水系注入ラインは低圧設計部が

３弁以上の弁で隔離等されていることから評価の対象としない。  

発生頻度の分析について，ＰＲＡにおいては，主に原子炉圧

力容器から低圧設計配管までの弁数及び定期試験時のヒューマン

エラーによる発生可能性の有無を考慮し，ＩＳＬＯＣＡの発生確

率が高いと考えられる配管（残留熱除去系（低圧注水モード）注

入ライン，残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン，残留熱除

去系停止時冷却モード抜出ライン，低圧炉心スプレイ系注入ライ

ン）について，各々の箇所でのＩＳＬＯＣＡ発生確率を算出して

いる。（事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について 別添 島根原子力発電所２号炉 確率論的リスク評

価(ＰＲＡ)について） 

表１の整理の通り，ＰＲＡ上は低圧設計配管までの弁数が少

なく，定期試験時のヒューマンエラーによる発生が考えられる残

留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインでのＩＳＬＯＣＡ発生

確率が最も高い。各配管におけるＩＳＬＯＣＡの発生頻度は，定

期試験のある残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインにおい

ては 6.0×10－８[/炉年]，低圧炉心スプレイ注入ラインにおいて

は 2.0×10－８[/炉年]，定期試験のない残留熱除去系停止時冷却

モード戻りラインにおいては 5.8×10－10[/炉年]，残留熱除去系

停止時冷却モード抜出ラインにおいては 2.1×10－10[/炉年]であ

る。 

 

以上により，ＩＳＬＯＣＡの評価対象の配管は，運転中に開閉

試験を実施する系統のうち，ＩＳＬＯＣＡが発生する可能性が最

も高く，ＩＳＬＯＣＡが発生した場合の影響が最も大きい残留熱

除去系（低圧注水モード）注入ラインを選定する。 

 

 

この評価対象に対して構造健全性評価を実施し，その結果に基

づき有効性評価における破断面積を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 
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第 1図 原子炉冷却材圧力バウンダリに接続し， 

格納容器外に敷設されている配管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 原子炉冷却材圧力バウンダリに接続し， 

格納容器外に敷設されている配管 
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第 1表 ＩＳＬＯＣＡの評価対象の選定結果 

 

2．ＩＳＬＯＣＡ発生時に低圧設計部に負荷される圧力及び温度

条件の設定 

 

1．で選定されたＩＳＬＯＣＡの評価対象に対して隔離弁の

誤開放等による加圧事象が発生した場合の構造健全性評価を実

施した結果，いずれの評価対象においても構造健全性が維持さ

れる結果が得られた。いずれの評価対象においても低圧設計部

の機器設計は同等であることを踏まえ，以下では加圧範囲に大

きなシール構造である熱交換器が設置されている残留熱除去系

Ａ系に対する構造健全性評価の内容について示す。 

 

残留熱除去系は，通常運転中に原子炉圧力が負荷される高圧

設計部と低圧設計部とを内側隔離弁（逆止弁（テスタブルチェ

ッキ弁））及び外側隔離弁（電動弁）の 2個により隔離してい

る。外側隔離弁には，弁の前後差圧が低い場合のみ開動作を許

可するインターロックが設けられており，開許可信号が発信し

た場合は警報が発報する。また，これらの弁の開閉状態は中央

制御室にて監視が可能である。本重要事故シーケンスでは，内

表１ 低圧設計配管までの弁数，運転中定期試験の有無及び 

ＩＳＬＯＣＡ発生頻度 

 

 

 

２．ＩＳＬＯＣＡ発生時に低圧設計部に負荷される圧力及び温度

条件の設定 

 

１．で選定されたＩＳＬＯＣＡの評価対象に対して，実機の系

統構成，各機器の特徴を踏まえて隔離弁の誤開放等による加圧事

象が発生した場合の構造健全性評価の内容について示す。 

なお，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）とＢ－残留熱除去

系（低圧注水モード）の系統構成に大きな相違はないため，代表

としてＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）について評価を行っ

た。 

残留熱除去系（低圧注水モード）の系統概要図を図２に示す。

残留熱除去系（低圧注水モード）は，通常運転中に原子炉圧力が

負荷される高圧設計部分と低圧設計部分とを内側隔離弁（逆止

弁）及び外側隔離弁（電動仕切弁）の２弁により隔離されてい

る。内側隔離弁（逆止弁）も運転中に弁の開閉試験を行うが，弁

の前後に差圧がある場合には弁が開放しない構造であるため，外

側隔離弁（電動仕切弁）が開放する事象を想定する。評価におい

ては，厳しい想定として，内側隔離弁（逆止弁）が全開した状態

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 
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側隔離弁の内部リーク及び外側隔離弁前後差圧低の開許可信号

が誤発信している状態を想定し，この状態で外側隔離弁が誤開

放することを想定する。また，評価上は，保守的に逆止弁の全

開状態を想定する。 

隔離弁によって原子炉定格圧力が負荷されている高圧設計部

と低圧設計部が物理的に分離されている状態から隔離弁を開放

すると，高圧設計部から低圧設計部に水が移動し，配管内の圧

力は最終的に原子炉定格圧力にほぼ等しい圧力で静定する。 

一般に，大きな圧力差のある系統間が隔離弁の誤開放等によ

り突然連通した場合，低圧側の系統に大きな水撃力が発生する

ことが知られている。特に低圧側の系統に気相部が存在する場

合，圧力波の共振が発生し，大きな水撃力が発生する場合があ

るが，残留熱除去系は満水状態で運転待機状態にあるため，そ

の懸念はない。また，残留熱除去系以外の非常用炉心冷却系及

び原子炉隔離時冷却系も満水状態で運転待機状態にある。 

一方，満水状態であったとしても，隔離弁が急激に開動作す

る場合は大きな水撃力が発生するが，緩やかな開動作であれば

管内で生じる水撃力も緩やかとなり，また，後述するとおり圧

力波の共振による大きな水撃力も発生せず，圧力がバランスす

るまで低圧側の系統が加圧される。 

電動弁は，駆動機構にねじ構造やギアボックス等があるため

機械的要因では急激な開動作（以下「急開」という。）とはな

り難い。また，電動での開放時間は約 10.6秒であり，電気的

要因でも急開とならないことから，誤開放を想定した場合，水

撃作用による圧力変化が大きくなるような急開とはならない。 

 

以上より，残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により系統が加

圧される場合においても，原子炉圧力を大きく超える圧力は発

生しないものと考えられるが，残留熱除去系の逆止弁が全開状

態において電動弁が 10.6秒で全閉から全開する場合の残留熱

除去系の圧力推移をＴＲＡＣＧコードにより評価した。 

 

残留熱除去系過圧時の各部の圧力最大値を第 2表に，圧力推

移図を第 2図に示す。 

 

 

 

 

で外側隔離弁（電動仕切弁）が全開するとした。 

 

 

 

隔離弁によって原子炉定格圧力が負荷されている高圧設計部分

と低圧設計部分が物理的に分離されている状態から隔離弁を開放

すると，高圧設計部分から低圧設計部分に水が移動し，配管内の

圧力は最終的に原子炉定格圧力にほぼ等しい圧力で静定する。 

一般に，大きな圧力差のある系統間が隔離弁の誤開放等により

突然連通した場合，低圧側の系統に大きな水撃力が発生すること

が知られている。特に低圧側の系統に気相部が存在する場合，圧

力波の共振が発生し，大きな水撃力が発生する場合があるが，残

留熱除去系は満水状態で運転待機状態にあるため，その懸念はな

い。また，残留熱除去系以外の非常用炉心冷却系及び原子炉隔離

時冷却系も満水状態で運転待機状態にある。 

一方，満水状態であったとしても，隔離弁が急激に開動作する

場合は大きな水撃力が発生するが，緩やかな開動作であれば管内

で生じる水撃力も緩やかとなり，また，後述するとおり圧力波の

共振による大きな水撃力も発生せず，圧力がバランスするまで低

圧側の系統が加圧される。 

電動仕切弁は，駆動機構にねじ構造やギアボックス等があるた

め，機械的要因では急開となり難い。また，電動での開弁速度

は，約８秒（全ストローク 217mm）となっており，電気的要因で

は急開とならないことから，誤開を想定した場合，水撃作用によ

る圧力変化が大きくなるような急開とならない。 

 

以上より，残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により系統が加圧

される場合においても，原子炉圧力を大きく超える圧力は発生し

ないものと考えられるが，残留熱除去系の外側隔離弁（電動仕切

弁）が８秒で全閉から全開することにより，図３に示す低圧設計

部の範囲が過圧された場合の圧力推移をＴＲＡＣＧコードにより

評価した。 

残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の各部の圧

力最大値を表２に，圧力推移図を図４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

設備仕様の相違 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

設備仕様の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3-162



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 2表 残留熱除去系過圧時の各部の圧力最大値 表２ 残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の 

各部の圧力最大値 

位置※ 圧力最大値（MPa[abs]） 

注水弁入口（①） 7.7 

逃がし弁入口（②） 7.4 

残留熱除去系熱交換器（③） 7.9 

ポンプ出口逆止弁出口（④） 8.0 

※数字は図３における位置を表す。

・解析結果の相違

【東海第二】 

・資料構成の相違

【東海第二】 
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・資料構成の相違

【東海第二】 
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第 2図 残留熱除去系過圧時の圧力推移 

弁開放直後は，定格運転状態の残留熱除去系の注入弁出口

（原子炉圧力容器側）の圧力（7.2MPa［abs］）に比べて最大

約 0.8MPa高い圧力（約 8.01MPa［abs］）まで上昇し，その

後，上昇幅は減衰し 10秒程度で静定する。 

次項の構造健全性評価に当たっては，圧力の最大値であるポ

ンプ出口逆止弁出口における約 8.01MPa［abs］に，加圧される

範囲の最下端の水頭圧（0.24MPa）を加えた約 8.25MPa［abs］

を丸めてゲージ圧力に変換した 8.2MPa［gage］が保守的に系統

に負荷され続けることを想定する。また，圧力の上昇は 10秒

程度で静定することからこの間に流体温度や構造材温度が大き

く上昇することはないと考えられるが，評価上は保守的に構造

材温度が定格運転状態の原子炉冷却材温度である 288℃となっ

ている状態を想定する。 

図４ 残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の 

圧力推移例（ポンプ出口逆止弁出口位置） 

弁開放直後は，定格運転状態の残留熱除去系の注入弁出口（原

子炉圧力容器側）の圧力 に比べて最大約 0.8MPa

高い圧力 ）まで上昇し，その後，上昇幅は減衰

し 10秒程度で静定する。 

次項の構造健全性評価にあたっては，ＴＲＡＣＧの解析結 

果を踏まえ，隔離弁開直後の最大圧力と系統待機水の温度（室

温程度）との組み合わせ，隔離弁開から 10 秒程度以降の静定圧

力と静定温度（炉圧及び炉水温度相当）との組み合わせを考慮し

て評価圧力・温度を設定し，評価対象機器の構造健全性評価を実

施した。 

として評価を実施した。 

また，破断面積の算出においては，隔離弁開直後の最大圧力と

漏えい発生後の静定温度を保守的に組み合わせて評価を実施し

た。 

・解析結果の相違

【東海第二】 

・評価方針の相違

【東海第二】 

東海第二の構造健全性

評価においては，保守的

に圧力の最大値が系統に

負荷され続けることを想

定しているが，島根２号

炉は，現実的な条件にて

評価を実施 
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3．構造健全性評価 

3．1 構造健全性評価の対象とした機器等について 

残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により加圧される範囲

において，圧力バウンダリとなる以下の箇所に対して 2．

で評価した圧力（8.2MPa［gage］），温度（288℃）の条

件下に晒された場合の構造健全性評価を実施した。 

① 熱交換器

② 逃がし弁

③ 弁

④ 計 器

⑤ 配管・配管フランジ部

詳細な評価対象箇所を第 3図に示す。 

第 3図 残留熱除去系Ａ系の評価対象範囲 

３. 構造健全性評価

3.1 構造健全性評価の対象とした機器等について 

残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により加圧される範囲におい

て，圧力バウンダリとなる以下の箇所に対して２.で評価した圧

力（7.4MPa[gage]），温度（288℃）の条件下に晒された場合の

構造健全性評価を実施した。

① 熱交換器

② 逃がし弁

③ 弁

④ 計 器

⑤ 配管・配管フランジ部

詳細な評価対象箇所を図５に示す。 

図５ 評価対象範囲系統図 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

・評価方針の相違

【東海第二】 

・設備設計の相違

【東海第二】
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3．2 構造健全性評価の結果 

(1) 熱交換器（別紙 3） 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧，加温さ

れる熱交換器の各部位について，「東海第二発電所 工事

計画認可申請書」（以下「既工認」という。）を基に設計

上の裕度を確認し，裕度が評価上の想定圧力（8.2MPa

［gage］）と系統の最高使用圧力（3.45MPa［gage］）と

の比である 2.4より大きい部位を除く胴板（厚肉部，薄肉

部），胴側鏡板，胴側入口・出口管台及びフランジ部につ

いて評価した。 

 

 

ａ．胴側胴板（厚肉部，薄肉部） 

「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年

版（2007年追補版を含む））＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞

（JSME S NC1-2005/2007）」（以下「設計・建設規格」

という。）「PCV-3122 円筒形の胴の厚さの規定」を適

用し，胴板の必要最小厚さを算出した。その結果，実機

の最小厚さは必要最小厚さ以上であり，評価した各部位

は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．胴側鏡板 

設計・建設規格「PCV-3225 半だ円形鏡板の厚さの規

定 1」を適用し，胴側鏡板の必要最小厚さを算出した。

その結果，実機の最小厚さは必要最小厚さ以上であり，

評価した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確

認した。 

 

ｃ．胴側入口・出口管台 

設計・建設規格「PVC-3610 管台の厚さの規定」を適

用し，胴側入口・出口管台の必要最小厚さを算出した。

その結果，実機の最小厚さは必要最小厚さ以上であり，

評価した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確

認した。 

 

ｄ．フランジ部 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事

項」を適用して算出したボルトの必要な断面積及び許容

3.2 構造健全性評価の結果 

（１）熱交換器（別紙２） 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧，加温される熱

交換器の各部位について，「島根原子力発電所 工事計画認可申

請書」（以下「既工認」という。）を基に設計上の裕度を確認

し，裕度が２以上の部位を除く水室フランジ，水室フランジボル

ト，管板及び伝熱管について評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．水室フランジ，水室フランジボルト 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」

を適用して算出したボルトの必要な断面積及び許容応力を算

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた
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・評価対象の相違 

【東海第二】 

設計裕度が異なるた
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応力を算出した。その結果，ボルトの実機の断面積はボ

ルトの必要な断面積以上であり，かつ，発生応力が許容

応力以下であり，評価した各部位は破損せず漏えいは発

生しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 逃がし弁（別紙 4） 

ａ．弁  座 

設計・建設規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の

必要最小厚さ」を適用し，必要な最小厚さを算出した。

その結果，実機の最小厚さは必要最小厚さ以上であり，

評価した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確

認した。 

 

ｂ．弁  体 

弁体下面にかかる圧力が全て弁体の最小肉厚部に作用

するとして発生するせん断応力を評価した。その結果，

許容せん断応力は発生せん断応力以上であり，評価した

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｃ．弁本体の耐圧部 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」

を適用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機

の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した部位は破損

せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｄ．弁耐圧部の接合部 

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ

出した。その結果，ボルトの実機の断面積はボルトの必要な

断面積以上，かつ発生応力は許容応力以下であり，評価した

各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．管板 

設計・建設規格「PVC-3510 管穴の中心間距離および管板

の厚さ規定」を適用し，管板の必要最小厚さを算出した。そ

の結果，実機の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した各

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｃ．伝熱管 

設計・建設規格「PVC-3610 管台の厚さの規定」を適用

し，管板の必要最小厚さを算出した。その結果，実機の最小

厚さは必要厚さ以上であり，評価した各部位は破損せず漏え

いは発生しないことを確認した。 

 

（２）逃がし弁（別紙３） 

ａ．弁座 

設計・建設規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必要

最小厚さ」を適用し，必要な最小厚さを算出した。その結

果，実機の最小厚さが必要厚さ以上であり，評価した各部位

は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

ｂ．弁体 

弁体下面にかかる圧力（7.4MPa）がすべて弁体の最小肉厚

部に作用するとして発生するせん断応力を評価した。その結

果，発生せん断応力は許容せん断応力以下であり，評価した

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｃ．弁本体の耐圧部 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を

適用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機の最小

厚さは必要な最小厚さ以上であり，評価した部位は破損せず

漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｄ．弁耐圧部の接合部 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 
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・評価方針の相違 
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結合の弁のフランジの応力評価」を適用して算出したボ

ルトの必要な断面積及び許容応力を算出した。 

 

 

 

 

上記の評価の結果，ボルトの実機の断面積がボルトの

必要な断面積以上であるが，発生応力が許容圧力以上で

あったため，ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量

及びボンネットフランジと弁箱フランジの熱による伸び

量を算出した。その結果，ボンネットボルトの伸び量か

らボンネットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引

いた伸び量がマイナスであり，弁耐圧部の接合部が圧縮

されることになるが，許容応力が発生応力以上であり，

評価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認

した。 

 

 

 

(3) 弁（別紙 5） 

ａ．弁本体 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」

を適用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機

の最小厚さは計算上必要な厚さ以上であり，評価した部

位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．弁耐圧部の接合部 

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ

結合の弁のフランジの応力評価」を適用して算出したボ

ルトの必要な断面積及び許容応力を算出した。その結

果，F086，F080A，F060A，FF029-201 及び FF029-202の

弁はボルトの実機の断面積がボルトの必要な断面積以上

であり，かつ発生応力が許容圧力以下であり，評価した

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

また，上記の条件を満たさない弁については，ボンネ

ットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネットフラ

ンジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。その

結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフラン

 

 

 

 

 

 

 

 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネット

フランジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。その

結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジと

弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がマイナスであ

り，弁耐圧部の接合部が圧縮されることになるが，ボンネッ

トフランジとリフト制限板がメタルタッチしており，それ以

上ガスケットが圧縮しない構造となっていることから，ボン

ネットナット座面及びボンネットフランジとリフト制限板の

合わせ面の発生応力が許容応力以下であり，評価した部位は

破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

（３）弁（別紙４） 

ａ．弁本体 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を

適用し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機の最小

厚さは計算上必要な最小厚さ以上であり，評価した部位は破

損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．弁耐圧部の接合部 

 

 

 

 

 

 

 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネット

フランジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。その

結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフランジと

弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がプラスである弁

【東海第二】 

島根２号炉は，当該

評価によるスクリーニ

ングを実施しておら

ず，すべての評価を実

施している 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の安全弁

は，ボンネットフラン

ジとリフト制限板がメ

タルタッチする構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，当該

評価によるスクリーニ

ングを実施しておら

ず，すべての評価を実

施している 
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ジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がプラス

である弁については，伸び量がガスケットの復元量以下

であり，評価した部位は漏えいが発生しないことを確認

した。伸び量がマイナスの弁についてはボンネットフラ

ンジとリフト制限板がメタルタッチしており，それ以上

ガスケットが圧縮しない構造となっていることから，ボ

ンネットナット締付部の発生応力が材料の許容応力以下

であり，評価した部位は破損せず漏えいが発生しないこ

とを確認した。 

 

(4) 計 器（別紙 6） 

ａ．圧力計，差圧計 

 

 

 

圧力計及び差圧計は，隔離弁の誤開放等による加圧事

象発生時の圧力以上の計装設備耐圧値を有しており，破

損は発生しないことを確認した。なお，構造材の温度上

昇に伴う耐力低下（温度－30～40℃における設計引張強

さに対する 288℃における設計引張強さの割合は SUS316L

の場合で約 79％）を考慮しても，計装設備耐圧値は加圧

時における圧力以上となる。 

 

ｂ．温度計 

日本機械学会「配管内円柱状構造物の流量振動評価指

針」（JSME S012-1998）を適用し，同期振動発生の回避

又は抑制の判定並びに応力評価及び疲労評価を実施し

た。その結果，換算流速 Vγが 1より小さく，許容値が組

合せ応力を上回り，かつ設計疲労限σＦが応力振幅を上

回ることから，評価した部位は破損せず漏えいは発生し

ないことを確認した。 

 

(5) 配 管（別紙 7） 

ａ．管 

設計・建設規格「PPC-3411 直管(1)内圧を受ける直

管」を適用し，必要最小厚さを算出した。その結果，実

機の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した部位は破

損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

については，伸び量がガスケットの復元量以下であり，評価

した部位は漏えいが発生しないことを確認した。伸び量がマ

イナスの弁についてはボンネットフランジと弁箱フランジが

メタルタッチしており，それ以上ガスケットが圧縮しない構

造となっていることから，ボンネットナット座面及びボンネ

ットフランジと弁箱フランジの合わせ面の発生応力が許容応

力以下であり，評価した部位は破損せず漏えいが発生しない

ことを確認した。 

 

 

（４）計器（別紙５） 

ａ．圧力計，差圧計 

圧力計及び差圧計のうち，PS222-4A-1，PS222-4A-2 につ

いては，漏えいが想定されるため，株部のプロセス取合い

（外径：5mm）の断面積から，破断面積を評価した。 

圧力計及び差圧計のうち，PS222-4A-1，PS222-4A-2 以外

の計器は，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時の圧力以

上の計装設備耐圧値を有しており，破損は発生しないことを

確認した。なお，構造材の温度上昇に伴う耐力低下（温度－

30～40℃における設計引張強さに対する 288℃における設計

引張強さの割合は SUS316L の場合で約 79％）を考慮して

も，計装設備耐圧値は加圧時における圧力以上となる。 

 

ｂ．温度計 

日本機械学会「配管内円柱状構造物の流量振動評価指針」

（JSME S012-1998）を適用し，同期振動発生の回避又は抑制

の判定並びに応力評価及び疲労評価を実施した。その結果，

換算流速 Vγが 1 より小さく，組合せ応力が許容値以下，か

つ応力振幅が設計疲労限以下であることから，評価した部位

は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

 

（５）配管（別紙６） 

ａ．管 

設計・建設規格「PPC-3411(1)内圧を受ける直管」を適用

し，必要最小厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さ

は，必要厚さ以上であり，評価した部位は破損せず漏えいは

発生しないことを確認した。 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の弁は，

ボンネットフランジと

弁箱フランジがメタル

タッチする構造 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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ｂ．フランジ部 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」を適用してフ

ランジ応力算定用応力を算出し，フランジボルトの伸び

量を評価した。その結果，伸び量がマイナスであり，フ

ランジ部が圧縮されることになるが，ガスケットの許容

圧縮量が合計圧縮量以上であり，評価した部位は破損せ

ず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

4．破断面積の設定について（別紙 8） 

3．の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残留熱除

去系の低圧設計部分が加圧されたとしても，破損は発生

しないことを確認した。 

 

 

そこで，残留熱除去系の加圧範囲のうち最も大きなシ

ール構造である熱交換器フランジ部に対して，保守的に

弁開放直後の圧力ピーク値（8.2MPa［gage］），原子炉

冷却材温度（288℃）に晒され続け，かつ，ガスケットに

期待しないことを想定した場合の破断面積を評価した。 

 

 

上記評価に基づき，有効性評価では，残留熱除去系熱

交換器フランジ部に約 21cm２の漏えいが発生することを

想定する。 

なお，評価対象のうち残留熱除去系（低圧注水系）Ａ

系及び残留熱除去系（低圧注水系）Ｂ系以外の低圧炉心

スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水系）Ｃ系には，

加圧範囲に熱交換器のような大きなシール構造を有する

機器は設置されていない。 

 

 

 

 

 

ｂ．フランジ部 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」を適用してフラン

ジ応力算定用応力を算出し，フランジボルトの伸び量を評価

した。その結果，伸び量がマイナスであり，フランジ部が圧

縮されることになるが，ガスケットの許容圧縮量が合計圧縮

量以上であり，評価した部位は破損せず漏えいは発生しない

ことを確認した。 

 

４．破断面積の設定について（別紙７） 

３.の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残留熱除去系

の低圧設計部分が加圧され，計器が破損する可能性があること

を確認した。 

上記評価に基づき，有効性評価では，計器の破断面積とし

て保守的に約１cm２を想定する。 

さらに，残留熱除去系の加圧範囲のうち最も大きなシール構

造である熱交換器フランジ部に対して，保守的に弁開放直後の

ピーク圧力（7.9MPa[gage]）及び原子炉冷却材温度（288℃）

が同時に継続して負荷され，かつガスケットに期待しないこと

を想定した場合の破断面積を評価した。 

 

上記評価に基づき，有効性評価では，残留熱除去系熱交換器

フランジ部の破断面積として保守的に約 16cm２を想定する。 

 

なお，評価対象のうちＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）

及びＢ－残留熱除去系（低圧注水モード）以外の低圧炉心スプ

レイ系及びＣ－残留熱除去系（低圧注水モード）には，加圧範

囲に熱交換器のような大きなシール構造を有する機器は設置さ

れていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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5．現場の環境評価 

ＩＳＬＯＣＡが発生した場合，事象を収束させるため

に,健全な原子炉注水系統による原子炉注水，逃がし安全

弁による原子炉減圧操作及び残留熱除去系によるサプレ

ッション・プール冷却を実施する。また，漏えい箇所の

隔離は，残留熱除去系（低圧注水系）の注入弁を現場に

て閉止する想定としている。 

ＩＳＬＯＣＡ発生に伴い原子炉冷却材が原子炉建屋原

子炉棟内に漏えいすることで，建屋下層階への漏えい水

の滞留並びに高温水及び蒸気による建屋内の雰囲気温

度，湿度，圧力及び放射線量の上昇が想定されることか

ら，設備の健全性及び現場作業の成立性に与える影響を

評価した。 

現場の環境評価において想定する事故条件，重大事故

等対策に関連する機器条件及び重大事故等対策に関連す

る操作条件は，有効性評価の解析と同様であり，ＩＳＬ

ＯＣＡは残留熱除去系Ｂ系にて発生するものとする。 

 

なお，ＩＳＬＯＣＡが残留熱除去系Ａ系にて発生する

ことを想定した場合，破断面積（21 ㎝２）及び破断箇所

（熱交換器フランジ部）はＢ系の場合と同じであり，漏

えい発生区画は東側となることから，原子炉建屋原子炉

棟の東側区画の建屋内雰囲気温度等が同程度上昇する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 設備の健全性に与える影響について 

有効性評価において，残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳＬ

ＯＣＡ発生時に期待する設備は，原子炉隔離時冷却系，低

圧炉心スプレイ系，残留熱除去系Ａ系及び低圧代替注水系

（常設），逃がし安全弁並びに関連する計装設備である。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内環境を想定

５. 現場の環境評価 

ＩＳＬＯＣＡが発生した場合，事象を収束させるために，健

全な原子炉注水系統による原子炉注水，逃がし安全弁による原

子炉減圧及び残留熱除去系によるサプレッション・プール水冷

却を実施する。また，漏えい箇所の隔離は，残留熱除去系（低

圧注水モード）の注入弁を現場にて閉止する想定としている。 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生に伴い原子炉冷却材が原子炉建物原子炉棟

（以下「原子炉棟」という。）内に漏えいすることで，建物下

層階への漏えい水の滞留並びに高温水及び蒸気による建物内の

雰囲気温度，湿度，圧力及び放射線量の上昇が想定されること

から，設備の健全性及び現場作業の成立性に与える影響を評価

した。 

現場の環境評価において想定する事故条件，重大事故等対策

に関連する機器条件及び重大事故等対策に関連する操作条件

は，有効性評価の解析と同様であり，ＩＳＬＯＣＡはＡ－残留

熱除去系（低圧注水モード）注入ラインにて発生するものとす

る。 

なお，ＩＳＬＯＣＡがＢ－残留熱除去系（低圧注水モード）

注入ラインにて発生することを想定した場合，破断面積（約

17 ㎝２）及び破断箇所（残留熱除去系熱交換器フランジ部及び

残留熱除去系機器等）はＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）

注入ラインの場合と同等であり，原子炉建物における雰囲気温

度等は同程度上昇する。 

Ｃ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン及び低圧炉

心スプレイ系注入ラインにて発生することを想定した場合，漏

えい箇所が圧力スイッチ（各ポンプ室）のみであり，漏えい量

がＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインのＩＳＬＯ

ＣＡより小規模となるため，原子炉建物における雰囲気温度等

の上昇は，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインの

ＩＳＬＯＣＡ発生時よりも小さくなる。 

 

(１）設備の健全性に与える影響について 

有効性評価において，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）

注入ラインにおけるＩＳＬＯＣＡ発生時に期待する設備は，隔

離操作を行う注水弁，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，Ｂ－残留熱除去系及び逃がし安全弁並びに関連する計装設

備である。 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ISLOCA

発生下において，高圧注

水機能に対する対策の有

1.3-172



   

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

した場合の設備の健全性への影響について以下のとおり評

価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．溢水による影響（別紙 9，10） 

東海第二発電所の原子炉建屋原子炉棟は，地下 2階か

ら 5階まで耐火壁を設置することで東側区分と西側区分

を物理的に分離する方針である。ＩＳＬＯＣＡによる原

子炉冷却材の漏えいは，残留熱除去系Ｂ系が設置されて

いる西側区画において発生するのに対して，原子炉隔離

時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧

注水系）Ａ系は東側区画に位置していることから，溢水

の影響はない。 

低圧代替注水系（常設）は，ポンプが原子炉建屋原子

炉棟から物理的に分離された区画に設置されているた

め，溢水の影響はない。また，低圧代替注水系（常設）

の電動弁のうち原子炉建屋原子炉棟内に設置されるもの

は原子炉建屋原子炉棟 3階以上に位置しており，事象発

生から評価上，現場隔離操作の完了タイミングとして設

定している 5時間までの原子炉冷却材の流出量は約 300t

であり，原子炉冷却材が全て水として存在すると仮定し

ても浸水深は地下 2階の床面から約 2m以下であるため，

溢水の影響はない。 

なお，ブローアウトパネルに期待しない場合でも，同

様に必要な設備への影響はない。 

 

  

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙 9，10） 

東側区画における温度・湿度については，初期値から

有意な上昇がなく，原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプ

漏えい量が最も多く環境条件の厳しくなるＡ－残留熱除去系

（低圧注水モード）注入ラインでのＩＳＬＯＣＡ発生時の原子

炉棟内環境を想定した場合の設備の健全性への影響について，

以下のとおり評価した。なお，有効性評価で想定した以外の系

統（Ｂ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン，Ｃ－残

留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン及び低圧炉心スプレ

イ系注入ライン）においてＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環

境を想定した場合でも，表 4-1～4-4に示すとおり，ＩＳＬＯ

ＣＡ対応に必要な設備の健全性に影響がないことを確認してい

る。 

 

ａ．溢水による影響（別紙８） 

 

 

ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷却材の漏えいのうち，Ａ－残

留熱除去系圧力スイッチからの溢水は，漏えい発生区画と隣

接する原子炉隔離時冷却系のポンプ室との境界に水密扉を設

置し区画化されているため，原子炉隔離時冷却系のポンプ室

は溢水の影響を受けない。また，Ａ－残留熱除去系熱交換器

からの溢水は，漏えい発生区画で滞留したのちに，隣接区画

へ伝播し，最終滞留箇所であるトーラス室に排出されるが，

高圧炉心スプレイ系及びＢ－残留熱除去系のポンプ室は，ト

ーラス室との境界に水密扉を設置し区画化されているため，

これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。また，系統の運

転に必要な補機冷却系等の設備も溢水の影響を受けないた

め，系統の機能は維持される。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装設備も含め溢水の影響はな

く，逃がし安全弁の機能は維持される。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙８） 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＢ－残留熱

除去系のポンプ室等の溢水の流入がない区画における温度・

効性を評価している 
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レイ系及び残留熱除去系Ａ系への影響はない。また，低

圧代替注水系（常設）の原子炉建屋原子炉棟内の電動弁

は，西側区画に位置するものが 2個あるが，これらはＩ

ＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内の環境を考慮

しても機能が維持される設計とすることから影響はな

い。さらに，逃がし安全弁及び関連する計装設備につい

ても，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内の環

境において機能喪失することはない。 

なお，ブローアウトパネルに期待しない場合でも，同

様に必要な設備への影響はない。 

 

 

 

ｃ．放射線による影響（別紙 11） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物

の全量が，原子炉建屋原子炉棟内に瞬時に移行するとい

う保守的な条件で評価した結果，地上 3階における吸収

線量率は最大でも約 15.2mGy／h程度であり，設計基準事

故対象設備の設計条件である 1.7kGy と比較しても十分な

余裕があるため，期待している機器の機能維持を妨げる

ことはない。 

 

(2) 現場操作の成立性に与える影響について 

有効性評価において，残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳ

ＬＯＣＡ発生時に必要な現場操作は，残留熱除去系Ｂ系

の注入弁の閉止操作である。 

 

 

残留熱除去系Ｂ系の注入弁の操作場所及びアクセスル

ートを第 4図に示す。残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳＬ

ＯＣＡ発生時は，原子炉建屋原子炉棟内の環境を考慮し

て，主に漏えいが発生している西側区画とは逆の東側区

画を移動することとしている。 

 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内環境を想

定した場合のアクセス性への影響を以下のとおり評価し

た。 

湿度については，初期値から有意な上昇はないため，系統の

運転に必要な補機冷却系等を含め，これらの系統機能は維持

される。また，隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，ＩＳ

ＬＯＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に対し耐性を有している

ことから，機能維持される。さらに，逃がし安全弁及び関連

する計装設備についても，区画として分離されている原子炉

格納容器内に設置されており，ＩＳＬＯＣＡ発生時の雰囲気

温度・湿度に伴う影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持さ

れる。 

 

 

 

 

ｃ．放射線による影響（別紙９） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物の全

量が，原子炉棟内に瞬時に移行するという保守的な条件で評

価した結果，東側 PCV ペネトレーション室における吸収線量

率は最大でも約 8.0mGy/h 程度であり，設計基準事故対象設

備の設計条件である 1.76kGy と比較しても十分な余裕がある

ため，期待している機器の機能維持を妨げることはない。 

 

 

(２）現場操作の成立性に与える影響について 

有効性評価において，Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣ

Ａ発生時に必要な現場操作は，Ａ－残留熱除去系の注水弁の閉

止操作である。Ｂ－残留熱除去系，Ｃ－残留熱除去系，低圧炉

心スプレイ系でＩＳＬＯＣＡが発生した場合も現場操作は，注

水弁の閉止操作である。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時における原子炉棟内状況概要を図６に，

Ａ－残留熱除去系の注水弁の操作場所，アクセスルート及び漏

えい水が伝播する範囲を図７に示す。また，漏えい水が伝播す

る範囲の溢水水位を表６に示す。Ａ－残留熱除去系におけるＩ

ＳＬＯＣＡ発生時は，原子炉棟内の環境を考慮して，漏えいが

発生している階より上階を移動することとしている。 

 

漏えい量が最も多いＡ－残留熱除去系でのＩＳＬＯＣＡ発生

時の原子炉棟内環境を想定した場合のアクセス性への影響を以

下のとおり評価した。 
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ａ．溢水による影響（別紙 9，10） 

東側区画は，ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷却材漏えい

が発生する西側区画とは物理的に分離されていることか

ら，溢水による東側区画のアクセス性への影響はない。

また，注入弁は西側区画の 3階に設置されており，この

場所において注入弁の現場閉止操作を実施するが，事象

発生から評価上，現場隔離操作の完了時間として設定し

ている 5時間までの原子炉冷却材の流出量は約 300tであ 

り，原子炉冷却材が全て水として存在すると仮定しても

浸水深は地下 2階の床面から約 2m以下であるため，操作

及び操作場所へのアクセスへの影響はない。 

なお，有効性評価で想定した以外の系統（Ｂ－残留熱除去系

（低圧注水モード）注入ライン，Ｃ－残留熱除去系（低圧注水

モード）注入ライン及び低圧炉心スプレイ系注入ライン）にお

いてＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想定した場合でも

，表 4-1～4-4 に示すとおり，漏えい隔離操作に影響がないこ

とを確認している。 

 

ａ．溢水による影響（別紙８） 

図６及び図７に示すとおり，ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷

却材漏えいが発生する階より上階を移動することから，溢水

によるアクセス性への影響はない。また，注水弁は原子炉棟

内中１階（EL19.0m）の床面上に設置されており，この場所

において注水弁の現場閉止操作を実施するが，事象発生から

評価上，現場隔離操作の完了時間として設定している 10 時

間までの原子炉冷却材の流出量は約 600m3 であり，原子炉冷

却材がすべて水として存在すると仮定してもアクセスルート

上に溢水はなく，操作及び操作場所へのアクセスへの影響は

ない。 
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 なお，ブローアウトパネルに期待しない場合でも，同

様に操作及び操作場所へのアクセスへの影響はない。 

 

 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙 9，10） 

東側区画における温度及び湿度については，初期値か

ら有意な上昇がなく，アクセス性への影響はない。ま

た，西側区画のうちアクセスルート及び操作場所となる

原子炉建屋原子炉棟 3階西側において，原子炉減圧後に

建屋内環境が静定する事象発生の約 2時間後から現場隔

離操作の完了時間として設定している 5時間後までの温

度及び湿度は，最大で約 44℃及び約 100％である。残留

熱除去系Ｂ系の注入弁の閉止操作は 2チーム体制にて交

代で実施し，1チーム当たりの原子炉建屋原子炉棟内の

滞在時間は約 36分であるため，操作場所へのアクセス及

び操作は可能である※。なお，操作場所への移動及び現

場操作を実施する場合は，放射線防護具（タイベック，

アノラック，個人線量計，長靴・胴長靴，自給式呼吸用

保護具，綿手袋，ゴム手袋）を着用する。 

※ 想定している作業環境（最大約 44℃）においては，主に低

温やけどが懸念されるが，一般的に，接触温度と低温やけ

どになるまでのおおよその時間の関係は，44℃で 3時間～4

時間として知られている。（出典：消費者庁 News 

Release（平成 25年 2月 27日）） 

 

ｃ．放射線による影響（別紙 11） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物

の全量が，原子炉建屋原子炉棟内に瞬時に移行するとい

う保守的な条件で評価した結果，線量率は最大でも約

15.2mSv／h程度である。残留熱除去系Ｂ系の注入弁の閉

止操作は 2チーム体制にて交代で実施し，1チーム当た

りの原子炉建屋原子炉棟内の滞在時間は約 36分であるた

め，作業時間を保守的に 1時間と設定し時間減衰を考慮

しない場合においても作業員の受ける実効線量は最大で

約 15.2mSvとなる。また，有効性評価において現場操作

を開始する事象発生の約 3時間後における線量率は約

5.6mSv／hであり，この場合に作業員の受ける実効線量

 

 

 

 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙８） 

 

 

アクセスルート及び操作場所となる原子炉棟内におい

て，原子炉減圧後に原子炉棟内環境が静定する事象発生

の約９時間後から現場隔離操作の完了時間として設定し

ている 10時間後までの温度及び湿度は，最大で約 44℃及

び約 100％である。Ａ－残留熱除去系の注水弁の閉止操作

での原子炉棟内の滞在時間は約 38分（表５参照）である

ため，操作場所へのアクセス及び操作は可能である。※１ 

なお，操作場所への移動及び現場操作を実施する場合

は，保護具（汚染防護服，耐熱服，個人線量計，作業用

長靴，酸素呼吸器，綿手袋，ゴム手袋）を着用する。 

 

 

※１ 想定している作業環境（約 44℃）においては，主

に低温やけどが懸念されるが，一般的に，接触温度

と低温やけどになるまでのおおよその時間の関係は

，44℃で３時間～４時間として知られている。（出

典：消費者庁 News Release（平成 25 年 2 月 27 日

）） 

ｃ．放射線による影響（別紙９） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物の全

量が，原子炉棟内に瞬時に移行するという，保守的な条件で

評価した結果，線量率は最大で約 8.0mSv/h である。Ａ－残留

熱除去系の注水弁の閉止操作での原子炉棟内の滞在時間は約

38 分であるため，作業時間を保守的に１時間と設定し時間減

衰を考慮しない場合においても作業員の受ける実効線量は最

大で約 8.0mSv となる。また，有効性評価において現場操作を

開始する事象発生の約９時間後における線量率は約 1.3mSv/h

であり，この場合に作業員の受ける実効線量は約 1.3mSv とな

る。 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 
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待した評価としている 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

ISLOCA 時の事象想定

の違いによる操作場所及

びアクセスルートの相違 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，２名１

チームにて対応する 
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 島根２号炉は，温度の

緩和対策として耐熱服を

着用する 
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は約 5.6mSvとなる。 

なお，事故時には原子炉建屋原子炉棟内に漏えいした

放射性物質の一部はブローアウトパネルを通じて環境へ

放出されるおそれがあるが，これらの事故時においては

原子炉建屋放射能高の信号により中央制御室の換気系は

閉回路循環運転となるため，中央制御室内にいる運転員

は過度な被ばくの影響を受けることはない。 

 

 

なお，事故時には原子炉棟内に漏えいした放射性物質の一

部は原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルを通じて環境

へ放出されるおそれがあるが，これらの事故時においては原

子炉建物放射能高の信号により中央制御室の換気系は再循環

運転モードとなるため，中央制御室内にいる運転員は過度な

被ばくの影響を受けることはない。 
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・記載表現の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，図６及

び図７に，溢水状況概

要，溢水状況及び現場ア
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図６ Ａ－残留熱除去系 原子炉棟内状況概要 

図７ Ａ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 
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図７ Ａ－残留熱除去系 溢水範囲(２／２) 

表６ Ａ－残留熱除去系 溢水水位 
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(1)インターフェイスシステム LOCA における破断面積の設定

高圧炉心注水系の電動弁開閉試験にて，原子炉注入逆止弁が

故障により開固着し，原子炉注入電動弁が誤操作又は誤動作し

た場合，高圧炉心注水系の低圧設計のポンプ吸込配管の過圧を

想定しても，その漏えい面積は 1cm2 を超えることはない。 

そこで，インターフェイスシステム LOCA における破断面積

は，保守的な想定とはなるがフランジ部の漏えい面積として保

守的に約 10cm2を想定することとする。 

(2)現場の想定

・評価の想定と事故進展解析

ここでは，破断面積約 10cm2 のインターフェイスシステム

LOCA 発生時の現場環境（原子炉建屋内）に着眼し評価を行っ

た。評価条件を第 1 表に示す。 

また，評価に使用する原子炉建屋のノード分割モデルを第 1 

図に示す。 

事象進展解析（MAAP）の実施に際して主要な仮定を以下に示

す。 

前提条件：事象発生と同時に外部電源喪失し原子炉スクラム，

インターフェイスシステム LOCA 時破断面積約

10cm2，健全側高圧炉心注水系による注入 

事象進展：弁誤開又はサーベイランス時における全開誤操作

（連続開）（この時内側テスタブルチェッキも同時

に機能喪失（全開）） 

・状況判断の開始（弁の開閉状態確認，HPCF 室漏

えい検出，ポンプ吐出圧力，エリアモニタ指示値

上昇） 

原子炉水位 L2 到達：原子炉隔離時冷却系の自動起 

動 

事象発生約 15 分後：急速減圧 

原子炉水位 L1.5 到達：高圧炉心注水系の自動起動 

事象発生約 4 時間後：インターフェイスシステム 

LOCA 発生箇所隔離 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 
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(3) 結  論 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内環境を想定

した場合でも，ＩＳＬＯＣＡ対応に必要な設備の健全性は

維持される。また，中央制御室の隔離操作に失敗した場合

でも，現場での隔離操作が可能であることを確認した。 

6．非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価について 

ＩＳＬＯＣＡが発生後，原子炉建屋原子炉棟が加圧されブロ

ーアウトパネルが開放された場合，原子炉建屋原子炉棟内に放

出された核分裂生成物がブローアウトパネルから大気中に放出

されるため，この場合における非居住区域境界及び敷地境界の

実効線量を評価した。 

その結果，非居住区域境界及び敷地境界における実効線量は

それぞれ約 1.2×10－１mSv 及び約 3.3×10－１mSv となり，「2.6 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失」における耐圧強化ベント系によるベ

ント時の実効線量（非居住区域境界：約 6.2×10－１mSv，敷地

境界：約 6.2×10－１mSv）及び事故時線量限度の 5mSv を下回る

ことを確認した。 

(３）結  論 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想定した場合でも,

ＩＳＬＯＣＡ対応に必要な設備の健全性は維持される。また,

中央制御室の確認操作に失敗した場合でも，現場での隔離操

作が可能であることを確認した。 

６. 敷地境界の実効線量評価について

ＩＳＬＯＣＡの発生後，原子炉棟が加圧され原子炉建物燃料

取替階ブローアウトパネルが開放された場合，原子炉棟内に放

出された核分裂生成物が原子炉建物燃料取替階ブローアウトパ

ネルから大気中に放出されるため,この場合における敷地境界の

実効線量を評価した。 

その結果，敷地境界における実効線量は約 3.9mSvとなった。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，隣接す

る原子力事業者がないた

め敷地境界を評価地点と

している 

・評価結果の相違

【東海第二】 
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別紙 1 

残留熱除去系Ａ，Ｂ系電動弁作動試験について 

この試験は，保安規定第 39条に基づく試験であり，原子炉の状

態が運転，起動又は高温停止において 1ヶ月に 1回の頻度で実

施する。 

保安規定第 39条（抜粋） 

低圧注水系における注入弁，試験可能逆止弁，格納容器ス

プレイ弁，サプレッションプールスプレイ弁及び残留熱除去

系テストバイパス弁が開することを確認する。また，動作確

認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態及び主要配管

が満水であることを確認する。 

別紙 2 

低圧炉心スプレイ系の構造健全性評価 

低圧炉心スプレイ系の評価対象範囲を別第 2-1図に示す。 

別第 2－1図 低圧炉心スプレイ系の評価対象範囲 

別紙１ 

Ａ，Ｂ－残留熱除去系電動弁作動試験について 

この試験は，保安規定第 39 条に基づく試験であり，原子炉の状

態が運転，起動又は高温停止において 1 箇月に 1 回の頻度で実

施する。 

保安規定第 39条（抜粋） 

低圧注水系（格納容器冷却系）の注水弁，ドライウェルス

プレイ弁，トーラススプレイ弁，残留熱除去系テスト弁およ

び試験可能逆止弁が開することを確認する。また，動作確認

後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主要配管

が満水であることを確認する。 

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，ISLOC 

A の発生確率が最も高

く，最も影響が大きく

なる低圧注水系注入ラ

インの評価を実施して

おり，低圧炉心スプレ

イ系注入ラインは，当

該評価に包絡される 
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別紙 3 

熱交換器からの漏えいの可能性について 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が 2.4より大きい部

位を除く胴板（厚肉部，薄肉部），胴側鏡板及び胴側入口・出

口管台及びフランジ部について，保守的に弁開放直後のピーク

圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時

に継続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下の

とおり確認した。 

1．強度評価

1．1 評価部位の選定 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が 2.4（隔離弁

の誤開放等による加圧事象発生時の圧力 8.2MPa［gage］

と最高使用圧力 3.45MPa［gage］の比）より大きい部位を

除く胴板（厚肉部，薄肉部），胴側鏡板，胴側入口・出口

管台及びフランジ部について評価した。 

1．2 評価方法 

(1) 胴側胴板の評価

設計・建設規格「PVC-3122 円筒形の胴の厚さの規定」

を適用して必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計

算上必要な厚さ以上であることを確認した。 

(2) 胴側鏡板の評価

設計・建設規格「PVC-3225 半だ円形鏡板の厚さの規定

1」を適用して必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さ

が計算上必要な厚さ以上であることを確認した。 

(3) 胴側入口，出口管台

設計・建設規格「PVC-3610 管台の厚さの規定」を適用

して必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必

別紙２ 

熱交換器からの漏えいの可能性について 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が２以上の部位を除く

水室フランジ，水室フランジボルト，管板，伝熱管について，

ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］＊）及び原子炉冷却

材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損が発

生しないことを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の

構造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影

響が大きいため，静定圧力を採用した。 

１．強度評価 

1.1 評価部位の選定 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が２以上の部位

を除く水室フランジ，水室フランジボルト，管板，伝熱管

について評価した。 

1.2 評価方法 

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

・評価対象の相違

【東海第二】 

設計裕度が異なるた 

め，評価対象部位が異

なる 

・評価方針の相違

【東海第二】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

・評価対象の相違

【東海第二】 

設計裕度が異なるた

め，評価対象部位が異

なる 

・評価対象の相違

【東海第二】 

設計裕度が異なるた 

め，評価対象部位が異

なる 

・評価対象の相違

【東海第二】 

設計裕度が異なるた 

め，評価対象部位が異

なる 

・評価対象の相違

【東海第二】 

設計裕度が異なるた 
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要な厚さ以上であることを確認した。 

(4) フランジ部

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事

項」を適用してボルトの必要な断面積及び許容応力を算出

した。その結果，ボルトの実機の断面積はボルトの必要な

断面積以上であり，かつ発生応力が許容応力以下であるこ

とを確認した。 

1．3 評価結果 

熱交換器の各部位について評価した結果，実機の値は判

定基準を満足し，保守的に弁開放直後のピーク圧力

（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同

時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生

しないことを確認した。 

（１）水室フランジ（ボルト含む。） 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」

を適用してボルトの必要な断面積及び許容応力を算出した。

その結果，ボルトの実機の断面積はボルトの必要な断面積以

上であり，かつ発生応力が許容応力以下であることを確認し

た。 

（２）管板 

管板は，JSME 設計・建設規格 PVC-3510「管穴の中心間距

離および管板の厚さの規定」の手法を適用して評価を行い，

管板の必要な厚さは，実機の最小厚さより小さいため，問題

ないことを確認した。 

（３）伝熱管 

伝熱管の評価は，JSME 設計・建設規格 PVC-3610「管台の

厚さの規定」の手法を適用して評価を行い，伝熱管の必要な

厚さは，実機の最小厚さより小さいため，問題ないことを確

認した。 

1.3 評価結果 

残留熱除去系熱交換器の各部位について評価した結果，実

機の値は判定基準を満足し，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（

7.4MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継

続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないこ

とを確認した。 

め，評価対象部位が異

なる 

・評価対象の相違

【東海第二】 

設計裕度が異なるた 

め，評価対象部位が異

なる 

・評価対象の相違

【東海第二】 

設計裕度が異なるた 

め，評価対象部位が異

なる 

・評価方針の相違

【東海第二】 
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別紙 4 

逃がし弁からの漏えいの可能性について 

逃がし弁について，保守的に弁開放直後のピーク圧力

（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継

続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下のとお

り確認した。 

1．強度評価

1．1 評価部位 

逃がし弁については，隔離弁の誤開放等による加圧事象

発生時において吹き出し前に加圧される弁座，弁体及び入

口配管並びに吹き出し後に加圧される弁耐圧部及び弁耐圧

部の接合部について評価した。 

1．2 評価方法 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時には 8.2MPa

［gage］になる前に逃がし弁が吹き出し，圧力は低下する

と考えられるが，ここでは，逃がし弁の吹き出し前に加圧

される箇所と吹き出し後に加圧される箇所ともに 8.2MPa

［gage］，288℃になるものとして評価する。 

(1) 弁座の評価

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載

がない。弁座は円筒形の形状であることから，設計・建設

規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必要最小厚さ」

を準用し，計算上必要な厚さを算出し，実機の最小厚さが

計算上必要な厚さ以上であることを確認した。 

(2) 弁体の評価

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載が

ない。弁体の中心部は弁棒で支持されており，外周付近は

構造上拘束されていることから，弁体下面にかかる圧力

（8.2MPa［gage］）が全ての弁体の最小肉厚部に作用する

別紙３ 

逃がし弁からの漏えいの可能性について 

逃がし弁について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa ［

gage] ＊）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負

荷された条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確認し

た。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の

構造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影

響が大きいため，静定圧力を採用した。 

１．強度評価 

1.1 評価部位 

逃がし弁については，隔離弁の誤開放等による加圧事象発

生時において吹き出し前に加圧される弁座，弁体及び入口配

管並びに吹き出し後に加圧される弁耐圧部及び弁耐圧部の接

合部について評価した。 

1.2 評価方法 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時には 7.4MPa［gage

］になる前に逃がし弁が吹き出し，圧力は低下すると考えら

れるが，ここでは，逃がし弁の吹き出し前に加圧される箇所

と吹き出し後に加圧される箇所ともに 7.4MPa［gage］，288

℃になるものとして評価する。 

（１）弁座の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載

がない。弁座は円筒型の形状であることから，設計・建設

規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必要最小厚さ」

を準用し，計算上必要な厚さを算出し，実機の最小厚さが

計算上必要な厚さ以上であることを確認した。 

（２）弁体の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載

がない。弁体の中心部を弁棒で支持されており，外周付近

は構造上拘束されていることから，弁体下面にかかる圧力  

（7.4MPa [gage] ）がすべて弁体の最小肉厚部に作用する
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として発生するせん断応力を算出し，許容せん断応力以下

であることを確認した。 

(3) 弁本体の耐圧部の評価

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」

を適用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算

上必要な厚さ以上であることを確認した。 

(4) 弁耐圧部の接合部の評価

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ結

合の弁のフランジ応力評価」を適用しボルトの必要な断面

積及び許容応力を算出し，実機のボルトの断面積がボルト

の必要な断面積以上であるが，発生応力が許容応力以下で

あることを確認した。 

1．3 評価結果 

逃がし弁の各部位について評価した結果，実機の値は判

定基準を満足し，保守的に弁開放直後のピーク圧力

（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同

時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生

しないことを確認した。 

として発生するせん断応力を算出し，許容せん断応力以下

であることを確認した。 

（３）弁本体の耐圧部の評価 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を

適用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上

必要な厚さ以上であることを確認した。 

（４）弁耐圧部の接合部の評価 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネッ

トフランジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。

その結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフラ

ンジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がマイナ

スであり，弁耐圧部の接合部が圧縮されることになるが，

ボンネットフランジとリフト制限板がメタルタッチしてお

り，それ以上ガスケットが圧縮しない構造となっているこ

とから，ボンネットナット座面及びボンネットフランジと

リフト制限板の合わせ面の発生応力が許容応力以下である

ことを確認した。 

1.3 評価結果 

逃がし弁の各部位について評価した結果，実機の値は判定

基準を満足し,ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］）

及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された

条件下で破損せず，漏えいは発生しないことを確認した。 
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別紙 5 

弁（逃がし弁を除く。）からの漏えいの可能性について 

逃がし弁を除く弁について，保守的に弁開放直後のピーク圧

力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に

継続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下のと

おり確認した。 

評価対象弁について隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時

の圧力，温度以上で設計していることから破損が発生しないこ

とを確認した。 

1．強度評価

評価対象弁の構成部品のうち，隔離弁の誤開放等による加圧

事象発生時に破損が発生すると想定される部位として，弁箱及

び弁蓋からなる弁本体の耐圧部並びに弁本体耐圧部の接合部に

ついて評価した。 

(1) 弁本体の耐圧部の評価

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を

適用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上

必要な厚さを上回ることを確認した。 

(2) 弁耐圧部の接合部の評価

設計・建設規格「VVC-3310 弁箱と弁ふたがフランジ結

合の弁のフランジ応力評価」を適用しボルトの必要な断面

積及び許容応力を算出し，実機のボルトの断面積がボルト

の必要な断面積を上回り，かつ発生応力が許容応力を下回

ることを確認した。 

別紙４ 

弁（逃がし弁を除く。）からの漏えいの可能性について 

逃がし弁を除く弁について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（

7.4MPa［gage］＊）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継

続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下のとお

り確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の

構造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影

響が大きいため，静定圧力を採用した。 

評価対象弁について隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時

の圧力，温度以上で設計していることから破損が発生しないこ

とを確認した。 

１．強度評価 

評価対象弁の構成部品のうち，隔離弁の誤開放等による加

圧事象発生時に破損が発生すると想定される部位として，弁

箱及び弁蓋からなる弁本体の耐圧部並びに弁本体耐圧部の接

合部について評価した。 

（１）弁本体の耐圧部の評価 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」

を適用し必要な最小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算

上必要な厚さを上回ることを確認した。 

（２）弁耐圧部の接合部の評価 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネッ

トフランジと弁箱フランジの熱による伸び量を算出した。

その結果，ボンネットボルトの伸び量からボンネットフラ

ンジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がプラス

・資料構成の相違
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1．3 評価結果 

弁（逃がし弁を除く。）の各部位について評価した結

果，実機の値は判定基準を満足し，保守的に弁開放直後の

ピーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度

（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せ

ず，漏えいは発生しないことを確認した。 

である弁については，伸び量がガスケットの復元量以下で

あり,評価した部位は漏えいが発生しないことを確認した。

伸び量がマイナスの弁についてはボンネットフランジと弁

箱フランジがメタルタッチしており，それ以上ガスケット

が圧縮しない構造となっていることから，ボンネットナッ

ト座面及びボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面

の発生応力が許容応力以下であることを確認した。 

２．評価結果 

弁（逃がし弁を除く。）の各部位について評価した結果，

実機の値は判定基準を満足し，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（

7.4MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継

続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないこ

とを確認した。  
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別紙 6 

計器からの漏えいの可能性について 

計器について，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時の圧

力（8.2MPa［gage］），温度（288℃）の条件下で破損が発生し

ないことを以下のとおり確認した。 

1．圧力計，差圧計

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧される以下の

全ての計器について，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時

の圧力以上の計装設備耐圧値を有しており，破損が発生しない

ことを確認した。なお，構造材の温度上昇に伴う耐力低下（温

度－30℃～40℃における設計引張強さに対する 288℃における

設計引張強さの割合は SUS316Lの場合で約 79％）を考慮して

も，計装設備耐圧値は加圧時における圧力以上となる。 

2．温度計 

2．1 評価方針 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧される温

度計について，耐圧部となる温度計ウェルの健全性を評価

した。評価手法として，日本機械学会「配管内円通状構造

物の流量振動評価指針（JSME S 012-1998）に従い，同期

振動発生の回避又は抑制評価，一次応力評価並びに疲労評

価を実施し，破損の有無を確認した。 

2．2 評価結果 

計器について評価した結果，実機の値は判定基準を満足

別紙５ 

計器からの漏えいの可能性について 

計器について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］＊

）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された

条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の

構造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影

響が大きいため，静定圧力を採用した。 

１．圧力計，差圧計 

圧力計及び差圧計が，ＩＳＬＯＣＡ時に過圧される範囲に設

置されており，そのうち PS222-4A-1 及び PS222-4A-2 について

は，計器耐圧値がＩＳＬＯＣＡ時の圧力（7.4MPa［gage］）よ

りも低いため，漏えいするとした。計器内部のブルドン管やそ

の接続部で漏えいすることが想定されるため，漏えい面積は株

部のプロセス取合い（外径：5mm）の断面積とした。 

PS222-4A-1 及び PS222-4A-2 以外の計器については，隔離弁の

誤開放等による加圧事象発生時の圧力以上の計装設備耐圧値を

有しており，破損は発生しないことを確認した。なお，構造材

の温度上昇に伴う耐力低下（温度－30～40℃における設計引張

強さに対する 288℃における設計引張強さの割合は SUS316L の場

合で約 79％）を考慮しても，計装設備耐圧値は加圧時における

圧力以上となる。 

２．温度計 

2.1 評価方針 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧される温度

計について,耐圧部となる温度計ウェルの健全性を評価した。

評価手法として，日本機械学会「配管内円柱状構造物の流力

振動評価指針 (JSME S 012-1998)」に従い，同期振動発生の

回避又は抑制評価，一次応力評価並びに疲労評価を実施し,破

損の有無を確認した。 

2.2 評価結果 

計器について評価した結果，実機の値は判定基準を満足し,
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別紙 7 

配管からの漏えいの可能性について 

配管及び配管フランジ部について，保守的に弁開放直後のピ

ーク圧力（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が

同時に継続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以

下のとおり確認した。 

1．強度評価

1．1 評価部位の選定 

配管の構成部品のうち漏えいが想定される部位は，高

温・高圧の加わる配管と，配管と配管をつなぐフランジ部

があり，それらについて評価を実施した。 

1．2 評価方法 

(1) 配管の評価

クラス２配管の評価手法である設計・建設規格「PPC-

3411(1)内圧を受ける直管」を適用して必要な厚さを算出

し，実機の最小厚さが計算上必要な厚さを上回ることを確

認した。 

(2) フランジ部の評価

設計・建設規格「PPC-3411 フランジ」を適用してフラ

ンジの手法を適用してフランジ応力算定用圧力からフラン

ジボルトの伸び量を算出したところ，伸び量がマイナスの

場合は，フランジ部が増し締めされるため，ガスケット最

大圧縮量を下回ることを確認した。 

なお，熱曲げモーメントの影響については，設計・建設

規格で規定されている（PPC-1.7）式を使用し，フランジ

部に作用するモーメントを圧力に換算して評価を実施し

た。 

1．3 評価結果 

配管の各部位について評価した結果，実機の値は判定

基準を満足し，保守的に弁開放直後のピーク圧力

別紙６ 

配管からの漏えいの可能性について 

配管及び配管フランジ部について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧

力（7.4MPa［gage］＊）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時

に継続して負荷された条件下で破損が発生しないことを以下の

とおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10秒程度以降の 

  構造材の温度上昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影 

  響が大きいため，静定圧力を採用した。 

１．強度評価 

1.1 評価部位の選定 

配管の構成部品のうち漏えいが想定される部位は，高温 

・高圧の加わる配管と，配管と配管をつなぐフランジ部が

  あり，それらについて評価を実施した。 

1.2 評価方法 

（１）配管の評価 

クラス２配管の評価手法である設計・建設規格「PPC-

3411(1)内圧を受ける直管」を適用して必要な厚さを算出

し，実機の最小厚さが計算上必要な厚さを上回ることを確

認した。 

（２）フランジ部の評価 

設計・建設規格「PPC-3414フランジ」の手法を適用して

フランジ応力算定用圧力からフランジボルトの伸び量を算

出したところ，伸び量がマイナスの場合は，フランジ部が

増し締めされるため，ガスケットの最大圧縮量を下回るこ

とを確認した。 

なお，熱曲げモーメントの影響については，設計・建設

規格で規定されている（PPC-1.7）式を使用し，フランジ部

に作用するモーメントを圧力に換算して評価を実施した。 

1.3 評価結果 

配管の各部位について評価した結果，実機の値は判定基

準を満足し，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa

・資料構成の相違
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・評価方針の相違

1.3-197



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

（8.2MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同

時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発

生しないことを確認した。 

［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続し

て負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないこと

を確認した。 

【東海第二】 
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別紙 8 

破断面積の設定について 

1．評価部位の選定と破断面積の評価方法

別紙 3～別紙 7の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残

留熱除去系の低圧設計部分が加圧されたとしても，破損が発生

しないことを確認した。 

そこで，隔離弁の誤開放による加圧事象発生時の加圧範囲の

うち最も大きなシール構造であり，損傷により原子炉冷却材が

流出した際の影響が最も大きい熱交換器フランジ部に対して，

保守的に弁開放直後の圧力ピーク値（8.2MPa［gage］）及び原

子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷され，かつガ

スケットに期待しないことを想定した場合の破断面積を評価し

た。 

2．破断面積の評価結果 

熱交換器フランジの破断面積について評価した結果，別第 8

－1表に示すとおり破断面積は約 21cm２となる。 

別第 8－1表 破断面積評価結果 

別紙７ 

破断面積の設定について 

1. 評価部位の選定と破断面積の評価方法

別紙２～別紙６の評価結果から，隔離弁の誤開放等により

残留熱除去系の低圧設計部分が加圧され，計器が破損する可

能性があることを確認した。 

さらに，隔離弁の誤開放による加圧事象発生時の加圧範囲

のうち最も大きなシール構造であり，損傷により原子炉冷却

材が流出した際の影響が最も大きい熱交換器フランジ部に対

して，保守的に弁開放直後のピーク圧力（7.9MPa［gage］）

及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷され，

かつガスケットに期待しないことを想定した場合の破断面積

を評価した。 

2. 破断面積の評価結果

熱交換器フランジの破断面積について評価した結果，別表

7-1に示すとおり破断面積は約 14.88cm２となる。

別表７－１  破断面積の評価結果 

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【東海第二】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

TRACGの解析結果の相

違により圧力が異なる 

・評価結果の相違

【東海第二】 

・評価結果の相違

【東海第二】 
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別紙 9 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材漏えい量評価 

及び原子炉建屋原子炉棟内環境評価 

1．評価条件

有効性評価の想定のとおり，残留熱除去系Ｂ系におけるＩＳ

ＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材の漏えい量及び原子炉建屋原子

炉棟内の環境（雰囲気温度，湿度及び圧力）を評価した。 

原子炉建屋原子炉棟内の環境評価特有の評価条件を別第 9－1

表に，原子炉建屋原子炉棟のノード分割図及び原子炉建屋平面

図を別第 9－1図及び別第 9-2図に示す。 

なお，高圧炉心スプレイ系ポンプ室及び原子炉隔離時冷却系

ポンプ室は他室と水密扉で区切られており，蒸気の移動がほぼ

ないため，解析においても蒸気の移動を考慮していない。 

別紙８ 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材漏えい量評価 

及び原子炉建物原子炉棟内環境評価 

１．Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

1.1 評価条件 

  Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷

却材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温

度，湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

原子炉建物原子炉棟内の環境評価特有の評価条件を別表 8-1

に，原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-1に示す。 

・資料構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

資料構成は異なるも

のの，３プラントとも I

SLOCA発生時の原子炉建

物原子炉棟内環境を評

価している 

・評価条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，解析

において漏えい水の伝

播及び蒸気の移動につ

いて考慮している 
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第１表 破断面積10cm2インタフェイスシステムLOCA時における

評価条件 

別第 9－1表 原子炉建屋原子炉棟内の環境評価特有の評価条件 別表 8-1 原子炉建物原子炉棟内の環境評価特有の評価条件 ・評価条件の相違

【柏崎 6/7,東海第二】
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第1図 インターフェイスシステムLOCAにおける 

原子炉建屋ノード分析モデル 

別第 9－1図 原子炉建屋原子炉棟内ノード分割モデル 

別第 9－2図 原子炉建屋平面図（地下 2階） 

別図 8-1 原子炉建物ノード分割モデル 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

RHR(A)熱交換器

室，RHR(A)弁室 

RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

RHR(B)熱交換器

室，RHR(B)弁室 

RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 トーラス室 HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積 1cm2） 

(漏えい面積 16cm2） 
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別第 9－2図 原子炉建屋平面図（地下 1階） 

別第 9－2図 原子炉建屋平面図（1階） 

別第 9－2図 原子炉建屋平面図（2階） 
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別第 9－2図 原子炉建屋平面図（3階） 

別第 9－2図 原子炉建屋平面図（4階） 

別第 9－2図 原子炉建屋平面図（5階） 
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・評価の結果

【比較のため，「○冷却材漏えいによる影響」を記載】 

○冷却材漏えいによる影響

破断面積10cm2 のインターフェイスシステムLOCA に伴う原

子炉建屋内への原子炉内及び復水貯蔵槽からの漏えい量は，

原子炉圧力容器及び復水貯蔵槽からの流出量を考慮しても最

大で約200m3/h であり，高圧炉心注入ポンプ吸込弁または復

水貯蔵槽側吸込弁の閉止や原子炉水位を漏えい配管の高さ付

近で維持することでさらに漏えい量を少なくすることができ

る。 

破断した系統の区分と他区分の非常用炉心冷却系が機能喪

失に至る約1,800m3（浸水高さ約2.5m）に到達するには9 時間

以上の十分な時間余裕がある。 

【ここまで】 

別第 9－2図 原子炉建屋平面図（6階） 

2．評価結果 

原子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別第 9－3図に，原子

炉建屋内の雰囲気温度（西側区画），雰囲気温度（東側区

画），湿度（西側区画），湿度（西側区画），圧力（西側区

画）及び圧力（東側区画）の推移を別第 9－4図から別第 9－9

図に示す。 

1.2  評価結果 

解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子

炉棟内状況概要を別図 8-2に，各漏えい発生区画における原

子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-3に，原子炉建物

内の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-4から別図 8-6

に示す。 

別図 8-2 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況

概要 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ISLOCA 時の事象想定等

の違いにより，評価結

果が異なり，事象進展

に応じた対応操作も異

なる 

1.3-205



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○温度・湿度・圧力の想定

主要なパラメータの時間変化を第 2 図から第 4 図に示す。

原子炉建物内の温度は，事象発生直後は上昇するものの15 分

後に原子炉減圧した後は低下する。また，弁隔離操作のために

アクセスする弁室の温度も同様に，原子炉減圧操作後に低下し

た後，約38℃程度で推移する。湿度については破断箇所からの

漏えいが継続するため高い値で維持されるものの，原子炉減圧

及び破断箇所隔離操作を実施することで，事象発生約4 時間以

降低下する傾向にある。圧力については破断直後に上昇するも

ののブローアウトパネルが開放され，その後は大気圧相当とな

る。 

別第 9－3図に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として

設定している事象発生 5時間までの原子炉冷却材の漏えい量は

約 300tである。 

別第 9－3図 原子炉冷却材の積算漏えい量の推移 

また，別第 9－4図及び別第 9－5図に示すとおり，原子炉減

圧操作後に建屋内環境が静定する事象発生 2時間から 5時間ま

でのアクセスルート及び操作場所の雰囲気温度の最大値は 41℃

である。 

なお，ブローアウトパネルが設置されている 4～5階西側区

画，4～5階東側区画及び 6階全ての圧力はブローアウトパネル

の設定圧力に到達し，ブローアウトパネルが開放している。 

○各漏えい発生区画における漏えい量

別図 8-3に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として設

定している事象発生 10時間までの原子炉冷却材の漏えい量は

約 600m3である。 

別図 8-3 各漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏え

い量の推移 

○温度・湿度・圧力の想定

別図 8-4 から別図 8-6 に示すとおり，アクセスルートとなる

「原子炉棟その他（二次格納施設）」及び操作場所である「東

側ＰＣＶペネトレーション室」における雰囲気温度の最大値は

約 78℃となるが，原子炉減圧操作後は漏えい箇所からの高温水

及び蒸気の流出量が減少するため，雰囲気温度は低下傾向とな

り，建物内環境が静定する事象発生９時間後から 10 時間後まで

の雰囲気温度の最大値は約 44℃である。湿度については漏えい

箇所からの漏えいが継続するため高い値で維持されるものの，

破断箇所隔離操作を実施することで約 10 時間以降低下する傾向

にある。圧力については漏えい発生直後に上昇するものの，原

子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放され，その後は

大気圧相当となる。 

・記載箇所の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ISLOCA 時の事象想定等

の違いにより，評価結

果が異なり，事象進展

に応じた対応操作も異

なる 
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第 2図 原子炉建屋内の温度の時間変化 

（インターフェイスシステム LOCA）

別第 9－4図 原子炉建屋内の雰囲気温度の推移（西側区画） 

別第 9－5図 原子炉建屋内の雰囲気温度の推移（東側区画） 

別図 8-4 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7,東海第二】
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第3図 原子炉建屋内の湿度の時間変化 

（インターフェイスシステムLOCA）

別第 9－6図 原子炉建屋内の湿度の推移（西側区画） 

別第 9－7図 原子炉建屋内の湿度の推移（東側区画） 

別図 8-5 原子炉建物内の湿度の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7,東海第二】

1.3-208



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 4図 原子炉建屋内の圧力の時間変化 

（インターフェイスシステム LOCA）

別第 9－8図 原子炉建屋内の圧力の推移（西側区画） 

別第 9－9図 原子炉建屋内の圧力の推移（東側区画） 

別図 8-6 原子炉建物内の圧力の推移 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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1.2.1溢水による影響 

別図 8-2に示すとおり，「Ａ－残留熱除去系熱交換器室」

で発生した漏えい水は，原子炉建物１階（EL15.3m）に伝播

し，ハッチ開口部を通じて最終滞留箇所である「トーラス

室」に排出される。 

「Ａ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界

に水密扉を設置していることから「原子炉隔離時冷却ポンプ

室」へ伝播しないが，「トーラス室」に対しては，境界に設

置している水密扉の止水方向が異なることから伝播する。 

溢水範囲を別図 8-7に，想定する漏えい量を別表 8-2に示

す。 

（１）注水弁（MV222-5A）へのアクセス性に対する影響 

Ａ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，

原子炉建物中１階（EL19.0m）の床面上に設置されており，ＩＳ

ＬＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，１階（EL15.3m）及び

地下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所へは溢水

影響のない２階（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性

への影響はない。 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却

系，高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全

弁）への影響 

Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，トーラス室とＢ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレ

イポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されているた

め，これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器

内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要とな

る系統の溢水評価結果を別表 8-3に示す。 

1.3-210



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

別図 8-7 Ａ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 

別図 8-7 Ａ－残留熱除去系 溢水範囲(２／２) 
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別表 8-2 想定する漏えい量 

別表 8-3 溢水評価結果 
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1.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇

の影響 

別図 8-2に示すとおり，「Ａ－残留熱除去系熱交換器

室」，「Ａ－残留熱除去ポンプ室」において漏えいした蒸気

及び溢水の伝播区画において発生した蒸気は，各隣接区画の

圧力差に応じて原子炉建物原子炉棟内を移動し，原子炉建物

原子炉棟内の圧力や温度を一時的に上昇させる。原子炉建物

原子炉棟内の圧力上昇に伴い原子炉建物燃料取替階ブローア

ウトパネルが開放し，環境へ蒸気が放出されるとともにハッ

チ開口部等を通じてガス流動が発生することで，原子炉建物

原子炉棟内の環境条件はほぼ一様になる。なお，原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネルが開放された以降は，原子炉

建物原子炉棟から環境への蒸気の放出の流れが支配的となる

ため，その他ポンプ室等への蒸気の流入はない。蒸気の滞留

範囲を別図 8-8に示す。 

（１）注水弁（MV222-5A）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，原子炉格納容器バ

ウンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事故

である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の

「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから

機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水

弁（MV222-5A）の隔離操作を除いては，すべて中央制御室か

らの操作による。注水弁（MV222-5A）の隔離操作について

は，事象発生９時間後から行うこととしており，その際の原

子炉建物内雰囲気温度及び湿度は約 44℃及び約 100％であ

る。防護具等の着用により現場へのアクセス及び隔離操作は

可能であり，注水弁の隔離操作における原子炉建物原子炉棟

内の滞在時間は約 38 分である。 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却

系，高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全

弁）への影響 

Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，トーラス室とＢ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプ

レイポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されている
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ため，これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気による

有意な雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必要な補

機冷却系等の設備も含めて，系統の機能は維持される。な

お，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＢ－残留

熱除去系のポンプ，弁及び計器等は，ＩＳＬＯＣＡ発生時の

雰囲気温度・湿度に対し耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建物内

及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，逃がし

安全弁の機能は維持される。 

別図 8-8 Ａ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(１／２) 
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別図 8-8 Ａ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(２／２) 
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２．Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

2.1 評価条件 

Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷

却材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温

度，湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の漏えい箇

所及び漏えい面積は，別表 8-1に示すＡ－残留熱除去系の評

価条件と同等（Ｂ－残留熱除去ポンプ室：１cm2，Ｂ－残留熱

除去系熱交換器室：16cm2）であり，その他評価条件も同等と

なる。原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-9に示す。 

別図 8-9 原子炉建物ノード分割モデル 

2.2 評価結果 

解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子

炉棟内状況概要を別図 8-10に，各漏えい発生区画における原

子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-11に，原子炉建物

内の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-12から別図 8-

14に示す。 

○事象進展

事象進展は，「2.7 格納容器バイパス（インターフェイス

システムＬＯＣＡ）」に示す，Ａ－残留熱除去系にてＩＳＬ

ＯＣＡが発生した場合と同様である。 

RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

RHR(B)熱交換器

室，RHR(B)弁室 

RHR(A)熱交換器

室，RHR(A)弁室 

RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 トーラス室 HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 

(漏えい面積 16cm2） 

RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積 1cm2） 
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別図 8-10 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況概

要 

○各漏えい発生区画における漏えい量

別図 8-11に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として設

定している事象発生 10時間までの原子炉冷却材の漏えい量は

約 600m3である。 

別図 8-11 各漏えい発生区画における原子炉冷却材の 

積算漏えい量の推移 

○温度・湿度・圧力の想定

別図 8-12から別図 8-14に示すとおり，アクセスルートと

なる「原子炉棟その他（二次格納施設）」及び操作場所であ

る「西側ＰＣＶペネトレーション室」における雰囲気温度の

最大値は約 77℃となるが，原子炉減圧操作後は漏えい箇所か

らの高温水及び蒸気の流出量が減少するため，雰囲気温度は

低下傾向となり，建物内環境が静定する事象発生９時間後か

ら 10時間後までの雰囲気温度の最大値は約 44℃である。湿度

については漏えい箇所からの漏えいが継続するため高い値で
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維持されるものの，破断箇所隔離操作を実施することで約 10

時間以降低下する傾向にある。圧力については漏えい発生直

後に上昇するものの，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパ

ネルが開放され，その後は大気圧相当となる。

別図 8-12 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 

別図 8-13 原子炉建物内の湿度の推移 

別図 8-14 原子炉建物内の圧力の推移 
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2.2.1 溢水による影響 

別図 8-10に示すとおり，「Ｂ－残留熱除去系熱交換器室」

で発生した漏えい水は，原子炉建物１階（EL15.3m）に伝播

し，ハッチ開口部を通じて最終滞留箇所である「トーラス

室」に排出される。 

「Ｂ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界

に設置している水密扉の止水方向が異なることから「トーラ

ス室」及び「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」に伝播する。

溢水範囲を別図 8-15に，想定する漏えい量を別表 8-4に示

す。 

(1)注水弁（MV222-5B）へのアクセス性に対する影響

Ｂ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5B）

は，原子炉建物２階（EL23.8m）の床面上に設置されており，

ＩＳＬＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，１階

（EL15.3m）及び地下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離

操作場所へは溢水影響のない２階（EL23.8m）からアクセスす

るため，アクセス性への影響はない。 

(2)ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）へ

の影響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレ

イポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されているた

め，これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。 

原子炉隔離時冷却ポンプ室は，隣接する区画に漏えい水が

伝播しないため，溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はな

く，逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要と

なる系統の溢水評価結果を別表 8-5に示す。 
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別図 8-15 Ｂ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 

別図 8-15 Ｂ－残留熱除去系 溢水範囲(２／２) 
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別表 8-4 想定する漏えい量 

別表 8-5 溢水評価結果 
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2.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇

の影響 

別図 8-10に示すとおり，「Ｂ－残留熱除去系熱交換器

室」，「Ｂ－残留熱除去ポンプ室」において漏えいした蒸気

及び溢水の伝播区画において発生した蒸気は，各隣接区画の

圧力差に応じて原子炉建物原子炉棟内を移動し，原子炉建物

原子炉棟内の圧力や温度を一時的に上昇させる。原子炉建物

原子炉棟内の圧力上昇に伴い原子炉建物燃料取替階ブローア

ウトパネルが開放し，環境へ蒸気が放出されるとともにハッ

チ開口部等を通じてガス流動が発生することで，原子炉建物

原子炉棟内の環境条件はほぼ一様になる。なお，原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネルが開放された以降は，原子炉

建物原子炉棟から環境への蒸気の放出の流れが支配的となる

ため，その他ポンプ室等への蒸気の流入はない。蒸気の滞留

範囲を別図 8-16に示す。 

(1) 注水弁（MV222-5B）への影響

隔離操作を行う注水弁（MV222-5B）は，原子炉格納容器

バウンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準

事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変

化」の「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する

設備であり，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有してい

ることから機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注

水弁（MV222-5B）の隔離操作を除いては，すべて中央制御

室からの操作による。注水弁（MV222-5B）の隔離操作につ

いては，事象発生９時間後から行うこととしており，その

際の原子炉建物内雰囲気温度及び湿度は約 44℃及び約

100％である。防護具等の着用により現場へのアクセス及び

隔離操作は可能であり，注水弁の隔離操作における原子炉

建物原子炉棟内の滞在時間は約 37分である。 

(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）

への影響 

Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の

境界，トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心

スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化され
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ているため，これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸

気による有意な雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転

に必要な補機冷却系等の設備も含めて，系統の機能は維持

される。なお，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系

及びＡ－残留熱除去系のポンプ，弁及び計器等は，ＩＳＬ

ＯＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に対し耐性を有してい

る。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納

容器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建

物内及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

別図 8-16 Ｂ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(１／２) 
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別図 8-16 Ｂ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(２／２) 
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３．Ｃ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

3.1 評価条件 

Ｃ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷

却材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温

度，湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

Ｃ－残留熱除去系においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合の

漏えい箇所は圧力スイッチ（Ｃ－残留熱除去ポンプ室）のみ

であり，漏えい面積は１cm2（圧力応答評価に基づき評価され

た，圧力スイッチ２台分の漏えい面積に余裕をとった値）と

なる。その他の評価条件は，別表 8-1において設定した評価

条件と同様とした。原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-17

に示す。 

別図 8-17 原子炉建物ノード分割モデル 

3.2 評価結果 

  解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子

炉棟内状況概要を別図 8-18に，漏えい発生区画における原子

炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-19に，原子炉建物内

の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-20から別図 8-22

に示す。 

○事象進展

事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が発

生することで原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低

（レベル３）信号が発生して原子炉はスクラムし，また，原

子炉水位低（レベル２）で再循環ポンプ２台すべてがトリッ

RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

RHR(B)熱交換器

室，RHR(B)弁室 

RHR(A)熱交換器

室，RHR(A)弁室 

RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 トーラス室 HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積 1cm2） 
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プするとともに，原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

事象発生 20分後の中央制御室における破断箇所の隔離に失

敗するため，事象発生 30分後に中央制御室からの遠隔操作に

よって逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を手動開する

ことで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの抑制を図

る。原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失する

ものの，高圧炉心スプレイ系による原子炉注水を開始するこ

とで原子炉水位が回復する。また，主蒸気隔離弁は，原子炉

水位低（レベル２）で全閉する。 

事象発生 10時間後，現場操作により残留熱除去系の破断箇

所を隔離した後は，高圧炉心スプレイ系により原子炉水位は

適切に維持される。 

別図 8-18 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況概

要 

○漏えい発生区画における漏えい量

別図 8-19に示すとおり，Ｃ－残留熱除去系における漏えい

は，事象発生 30分後の原子炉急速減圧によって停止し，原子

炉冷却材の漏えい量は約７m3となる。これは，破断箇所から

の漏えいは原子炉圧力と漏えい発生区画の圧力の関係に応じ

て発生するが，漏えい発生区画である「Ｃ－残留熱除去ポン

プ室」は水密扉により他室と区切られているため，漏えい水

や蒸気はこの区画内に留まっており，また評価上，原子炉建

物から環境への漏えいを考慮しない条件としていることか

ら，原子炉減圧操作によって原子炉圧力が「Ｃ－残留熱除去

ポンプ室」の圧力を下回るためである。 

なお，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」から隣接する区画への
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伝播を仮定した場合には，隔離操作完了まで漏えいが継続す

ることとなるが，この場合でも漏えいはＡ－残留熱除去系に

比べ小規模となる。 

別図 8-19 漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい

量の推移 

○温度・湿度・圧力の想定

別図 8-20から別図 8-22に示すとおり，アクセスルートと

なる「原子炉棟その他（二次格納施設）」及び操作場所であ

る「西側ＰＣＶペネトレーション室」における雰囲気温度

は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転による

トーラス室の温度上昇に伴って初期温度から僅かに上昇する

が，現場隔離操作の完了までの最大値は約 31℃であり，想定

している作業環境（約 44℃）未満で推移する。また，原子炉

急速減圧まで破断箇所からの漏えいが継続するものの，湿

度，圧力においてその影響は軽微であり低い値で維持され

る。なお，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの開放

圧力には到達しない。 

別図 8-20 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 
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別図 8-21 原子炉建物内の湿度の推移 

別図 8-22 原子炉建物内の圧力の推移 

3.2.1 溢水による影響 

「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界

に水密扉を設置していることから，隣接する「Ｂ－残留熱除

去ポンプ室」及び「原子炉隔離時冷却ポンプ室」へ伝播しな

い。溢水範囲を別図 8-23に，想定する漏えい量を別表 8-6に

示す。 

(1) 注水弁（MV222-5C）へのアクセス性に対する影響

Ｃ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5C）

は，原子炉建物２階（EL23.8m）の床面上に設置されており，

ＩＳＬＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，地下２階

（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所へは溢水影響の

ない２階（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性への

影響はない。 
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(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却

系，高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全

弁）への影響 

Ｃ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境

界，Ｃ－残留熱除去ポンプ室とＢ－残留熱除去ポンプ室の境

界は水密扉の設置により区画化されているため，これらのポ

ンプ室は溢水の影響を受けない。

Ａ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室に

ついては，漏えい水が伝播しないため，溢水の影響を受けな

い。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はな

く，逃がし安全弁の機能は維持される。 

なお，漏えい発生区画であるＣ－残留熱除去ポンプ室には

ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統の溢水防護対象設備はな

い。 

別図 8-23 Ｃ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 
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別図 8-23 Ｃ－残留熱除去系 溢水範囲(２／２) 

別表 8-6 想定する漏えい量 
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3.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇

の影響 

別図 8-18に示すとおり，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」にお

いて漏えいした蒸気は，境界に設置した水密扉により，隣接

する区画に伝播せず，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」内に留ま

る。蒸気の滞留範囲を別図 8-24に示す。 

(1) 注水弁（MV222-5C）への影響

隔離操作を行う注水弁（MV222-5C）は，原子炉格納容器

バウンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準

事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変

化」の「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する

設備であり，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有してい

ることから機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注

水弁（MV222-5C）の隔離操作を除いては，すべて中央制御

室からの操作による。注水弁（MV222-5C）の隔離操作にお

いて，原子炉建物内雰囲気温度は想定している作業環境

（約 44℃）未満で推移するため，防護具等の着用により現

場へのアクセス及び隔離操作は可能である。なお，注水弁

（MV222-5C）の隔離操作における原子炉建物原子炉棟内の

滞在時間は，約 37分である。 

(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）

への影響 

Ｃ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の

境界，Ｃ－残留熱除去ポンプ室とＢ－残留熱除去ポンプ室

の境界は水密扉の設置により区画化されており，またＡ－

残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室につい

ては，漏えい水が伝播する区画に隣接していないため，こ

れらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気による有意な

雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必要な補機冷

却系等の設備も含めて，系統の機能は維持される。なお，

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＡ－残留熱

除去系（又はＢ－残留熱除去系）のポンプ，弁及び計器等

は，ＩＳＬＯＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に対し耐性を

有している。 
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逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納

容器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建

物内及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

別図 8-24 Ｃ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(１／２) 

別図 8-24 Ｃ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(２／２) 
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４．低圧炉心スプレイ系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

4.1 評価条件 

  低圧炉心スプレイ系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉

冷却材の漏えい量及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気

温度，湿度，圧力及び溢水による影響）を評価した。 

低圧炉心スプレイ系においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合

の漏えい箇所は圧力スイッチ（低圧炉心スプレイポンプ室）

のみであり，漏えい面積は 0.5cm2（圧力応答評価に基づき評

価された，圧力スイッチ１台分の漏えい面積に余裕をとった

値）となる。その他の評価条件は，別表 8-1において設定し

た評価条件と同様とした。原子炉建物ノード分割モデルを別

図 8-25に示す。 

別図 8-25 原子炉建物ノード分割モデル 

4.2 評価結果 

  解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子

炉棟内状況概要を別図 8-26に，漏えい発生区画における原子

炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-27に，原子炉建物内

の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-28から別図 8-30

に示す。 

○事象進展

  事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が

発生することで原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位

低（レベル３）信号が発生して原子炉はスクラムし，ま

た，原子炉水位低（レベル２）で再循環ポンプ２台すべて

LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 RHR(A)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 RHR(C)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

RHR(B)熱交換器

室，RHR(B)弁室 

RHR(A)熱交換器

室，RHR(A)弁室 

RHR(B)ﾎﾟﾝﾌﾟ室 トーラス室 HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室 

東側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

原子炉棟その他 

（二次格納施設） 

ブローアウトパネル 

EL.1300 

：漏えい箇所 

：水密扉 

EL.15300+560 EL.15300 

EL.1300 EL.1300 EL.1300 EL.1300 

EL.15300 EL.15300 

EL.34800 EL.30500 EL.34800 

EL.1300 

EL.63500 

EL.15300 

EL.14200 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 EL.8800 

西側ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ室 

EL.23800 

EL.30830 

(漏えい面積 0.5cm2） 
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がトリップするとともに，原子炉隔離時冷却系が自動起動

する。 

事象発生 20分後の中央制御室における破断箇所の隔離に

失敗するため，事象発生 30分後に中央制御室からの遠隔操

作によって逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を手動

開することで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの

抑制を図る。原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機

能喪失するものの，高圧炉心スプレイ系による原子炉注水

を開始することで原子炉水位が回復する。また，主蒸気隔

離弁は，原子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

事象発生 10時間後，現場操作により低圧炉心スプレイ系

の破断箇所を隔離した後は，高圧炉心スプレイ系により原

子炉水位は適切に維持される。 

別図 8-26 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内状況概

要 

○漏えい発生区画における漏えい量

別図 8-27に示すとおり，低圧炉心スプレイ系における漏え

いはＡ－残留熱除去系に比べ小規模となるため，現場での隔

離操作は比較的早期に実施可能と考えられるが，事象発生 10

時間後まで隔離が実施できないことを想定した場合，原子炉

冷却材の漏えい量は約 16m3である。 
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別図 8-27 漏えい発生区画における原子炉冷却材の 

積算漏えい量の推移 

○温度・湿度・圧力の想定

別図 8-28から別図 8-30に示すとおり，アクセスルート及

び操作場所である「原子炉棟その他（二次格納施設）」にお

ける雰囲気温度は，初期温度から僅かに上昇するが，現場隔

離操作の完了までの最大値は約 31℃であり，想定している作

業環境（約 44℃）未満で推移する。湿度については漏えい箇

所からの漏えいが継続するため，ゆっくりと上昇を続けた

後，高い値で維持される。圧力については漏えい発生後から

上昇傾向となるものの，原子炉建物燃料取替階ブローアウト

パネルの開放圧力には到達しない。 

別図 8-28 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 
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別図 8-29 原子炉建物内の湿度の推移 

別図 8-30 原子炉建物内の圧力の推移 

4.2.1 溢水による影響 

「低圧炉心スプレイポンプ室」で発生した漏えい水は，境

界に設置している水密扉の止水方向が異なることから「トーラ

ス室」に伝播する。溢水範囲を別図 8-31に，想定する漏えい

量を別表 8-7に示す。 

(1)注水弁（MV223-2）へのアクセス性に対する影響

低圧炉心スプレイ系の隔離操作を行う注水弁（MV223-2）

は，原子炉建物中１階（EL19.5m）の床面上に設置されてお

り，ＩＳＬＯＣＡにより漏えいが発生する機器は，地下２階

（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所へは溢水影響の
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ない１階（EL15.3m）からアクセスするため，アクセス性への

影響はない。 

(2)ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）へ

の影響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室，Ｂ－残留熱除去ポ

ンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置

により区画化されているため，これらのポンプ室は溢水の影

響を受けない。 

原子炉隔離時冷却ポンプ室は，隣接する区画に漏えい水が

伝播しないため，溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容

器内に設置されており，関連計装部品も含め溢水の影響はな

く，逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要と

なる系統の溢水評価結果を別表 8-8に示す。 
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別図 8-31 低圧炉心スプレイ系 溢水範囲 
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別表 8-7 想定する漏えい量 

 

 

別表 8-8 溢水評価結果 
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4.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇

の影響 

別図 8-26に示すとおり，「低圧炉心スプレイポンプ室」に

おいて漏えいした蒸気及び溢水の伝播区画において発生した

蒸気は，各隣接区画の圧力差に応じて原子炉建物原子炉棟内

に伝播する。蒸気の滞留範囲を別図 8-32に示す。 

(1) 注水弁（MV223-2）への影響

隔離操作を行う注水弁（MV223-2）は，原子炉格納容器バ

ウンダリにかかる圧力及び温度が最も高くなる設計基準事

故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変

化」の「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する

設備であり，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有してい

ることから機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注

水弁（MV223-2）の隔離操作を除いては，すべて中央制御室

からの操作による。注水弁（MV223-2）の隔離操作におい

て，原子炉建物内雰囲気温度は想定している作業環境（約

44℃）未満で推移するため，防護具等の着用により現場へ

のアクセス及び隔離操作は可能である。なお，注水弁

（MV223-2）の隔離操作における原子炉建物原子炉棟内の滞

在時間は，約 35分である。 

(2) ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）

への影響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室，Ｂ－残留熱除去

ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は水密扉の

設置により区画化されており，また原子炉隔離時冷却ポン

プ室については，漏えい水が伝播する区画に隣接していな

いため，これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気に

よる有意な雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必

要な補機冷却系等の設備も含めて，系統の機能は維持され

る。なお，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及び

Ａ－残留熱除去系（又はＢ－残留熱除去系）のポンプ，弁

及び計器等は，ＩＳＬＯＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に

対し耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納
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容器内に設置されており，関連計装部品も含め，原子炉建

物内及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う影響はなく，

逃がし安全弁の機能は維持される。 

別図 8-32 低圧炉心スプレイ系 蒸気滞留範囲 
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別紙 10 

ブローアウトパネルに期待しない場合のＩＳＬＯＣＡ発生時の

原子炉冷却材漏えい量評価及び原子炉建屋内環境評価 

1．評価条件

別紙 9の評価条件のうち，ブローアウトパネルのみが開かな

い場合の条件で評価を実施した。 

2．評価結果 

原子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別第 10－1図に，原子

炉建屋内の雰囲気温度（西側区画），雰囲気温度（東側区

画），湿度（西側区画），湿度（西側区画），圧力（西側区

画）及び圧力（東側区画）の推移を別第 10－2図から別第 10－

7図に示す。 

別第 10－1図に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として

設定している事象発生 5時間までの原子炉冷却材の漏えい量は

約 300tである。また，別第 10－2図及び別第 10－3図に示す

とおり，原子炉減圧操作後に建屋内環境が静定する事象発生 2

時間から 5時間までのアクセスルート及び操作場所の雰囲気温

度の最大値は 44℃である。ブローアウトパネルに期待する場合

と期待しない場合の比較を別第 10－1表に示す。 

別第 10－1表 ブローアウトパネルに期待する場合と期待しな

い場合の評価結果の比較 

・評価方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，

ISLOCA 発生時におい

て，原子炉建物内の圧

力上昇に伴い BOPが開

放するため，BOP開放状

態での原子炉冷却材漏

えい量評価及び原子炉

建屋内環境評価を実施

している。東海第二で

は，感度解析として BOP

が開かない場合につい

て評価している 
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別第 10－1図 原子炉冷却材の積算漏えい量の推移 

 

 

 

別第 10－2図 原子炉建屋内の雰囲気温度の推移（西側区画） 
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別第 10－3図 原子炉建屋内の雰囲気温度の推移（東側区画） 

 

 

 

 

別第 10－4図 原子炉建屋内の湿度の推移（西側区画） 
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別第 10－5図 原子炉建屋内の湿度の推移（東側区画） 

 

別第 10－6図 原子炉建屋内の圧力の推移（西側区画） 

 

別第 10－7図 原子炉建屋内の圧力の推移（東側区画） 
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○現場の線量率の想定について 

・評価の想定 

原子炉格納容器バウンダリが喪失することで，原子炉圧力

容器から直接的に放射性物質が原子炉建屋原子炉区域内に放

出される。 

漏えいした冷却材中から気相へと移行される放射性物質及

び燃料から追加放出される放射性物質が原子炉建屋から漏え

いしないという条件で現場の線量率について評価した。 

 

 

 

評価上考慮する核種は現行許認可と同じものを想定し（詳

細は第 2 表，第 3 表参照），全希ガス漏えい率（f 値）につ

いては，近年の運転実績データの最大値である 3.7×108Bq/s 

を採用して評価する。なお，現行許認可ベースの f 値はこの

値にさらに一桁余裕を見た 10 倍の値である。これに伴い，原

子炉建屋内へ放出される放射性物質量は，許認可評価の MSLBA

（主蒸気管破断事故）時に追加放出される放射性物質量の

1/10 となる。 

 

なお，冷却材中に存在する放射性物質量は，追加放出量の

数％程度であり大きな影響はない。 

 

 

また，現場作業の被ばくにおいては，防護具（酸素呼吸器

等）を装備することにより内部被ばくの影響が無視できるた

め，外部被ばくのみを対象とした。 

 

 

 

 

 

 

別紙 11 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建屋原子炉棟内線量率評価 

及び非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価 

 

1．原子炉建屋内線量率について 

(1) 評価の想定 

 

 

 

破断口から原子炉建屋原子炉棟に漏えいした原子炉冷却

材中の放射性物質のうち気相に移行する放射性物質及び燃

料から追加放出される放射性物質が原子炉建屋原子炉棟か

ら環境への漏えいは考慮せずに原子炉建屋原子炉棟内に均

一に分布するものとして原子炉建屋原子炉棟内の線量率を

評価した。 

評価上考慮する核種は現行設置許可と同じものを想定

し，線量評価の条件となる I-131の追加放出量は，実績デ

ータから保守的に設定した。 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定

しているＩ-131の追加放出量の最大値は約 41Ci（約

1.5×10１２Bq）［昭和 62年 4月 9日（第 8回施設定期検

査）］であり，評価に使用するＩ-131の追加放出量は，実

績値を包絡する値として 100Ci（3.7×10１２Bq）と設定し

た。 

また，放出される放射性物質には，冷却材中に含まれる

放射性物質があるが，追加放出量と比較すると数％程度で

あり，追加放出量で見込んだ余裕分に含まれるため考慮し

ないものとする。 

原子炉建屋原子炉棟内の作業の被ばく評価においては，

放射線防護具（自給式呼吸用保護具等）を着用することに

より内部被ばくの影響が無視できるため，外部被ばくのみ

を対象とする。 

 

 

 

 

 

別紙９ 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉建物原子炉棟内線量率評価及び敷

地境界の実効線量評価 

 

1．原子炉建物原子炉棟内線量率について 

(1) 評価の想定 

 

 

 

Ａ－残留熱除去系の破断口から原子炉建物原子炉棟に漏

えいした原子炉冷却材中の放射性物質のうち気相に移行す

る放射性物質及び燃料から追加放出される放射性物質につ

いて原子炉建物原子炉棟から環境への漏えいを考慮せずに

原子炉建物原子炉棟内に均一に分布するものとして原子炉

建物原子炉棟内の線量率を評価した。 

 

評価上考慮する核種は現行設置許可と同じものを想定

し，線量評価の条件となる I-131 の追加放出量は，実績デ

ータから保守的に設定した。 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定

している I-131 の追加放出量の最大値は約 8.1×10７Bq）

「平成元年１月 18 日（起動試験）」であり，評価に使用す

る I-131 の追加放出量は，実績値を包絡する値として

100Ci（3.7×1012Bq）と設定した。（別表 9-1参照） 

 

また，放出される放射性物質には，冷却材中に含まれる

放射性物質があるが，追加放出量と比較すると数％程度で

あり，追加放出量で見込んだ余裕分に含まれるため考慮し

ないものとする。 

原子炉建物原子炉棟内の作業の被ばく評価においては，

放射線防護具（酸素呼吸器）を装備することにより内部被

ばくの影響が無視できるため，外部被ばくのみを対象とす

る。 

 

  

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，隣接

する原子力事業者がな

いため敷地境界を評価

地点としている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・測定実績値の相違 

【東海第二】 
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第２表 評価条件（ｆ値，追加放出量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価の方法 

原子炉建屋内の空間線量率は，以下のサブマージョンモデル

により計算する。 

 

別第 11－1表 評価条件（追加放出量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価の方法 

原子炉建屋原子炉棟内の空間線量率は，以下のサブマー

ジョンモデルにより計算する。サブマージョンモデルの概

要を別第 11-1図に示す。 

別表 9-1 評価条件（追加放出量） 

 

 

各系統においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合の，原子

炉建物原子炉棟へ漏えいした冷却材からの気相部への移

行割合は別表 9-2のとおり，Ａ－残留熱除去系及びＢ－

残留熱除去系に包絡される。また，評価対象エリアの体

積はＡ－残留熱除去系（東側ＰＣＶペネトレーション室

気相部）がＢ－残留熱除去系（西側ＰＣＶペネトレーシ

ョン室気相部）より大きいことから，線量率はＡ－残留

熱除去系に包絡される。 

 

別表 9-2  原子炉建物原子炉棟へ漏えいした冷却材からの 

追加放出ＦＰの気相部への移行割合 

 

 

なお，線量率評価においては保守的にＡ－残留熱除去

系におけるＩＳＬＯＣＡ時の追加放出ＦＰの気相部への

移行割合を全量として評価する。 

 

(2) 評価の方法 

原子炉建物原子炉棟内の空間線量率は，以下のサブマージ

ョンモデルにより計算する。サブマージョンモデルの概要を

別図 9-1に示す。 

・測定実績値の相違 

【東海第二】 
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別第 11－1図 サブマージョンモデルの概要 別図 9-1  サブマージョンモデルの概要

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の相違 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の相違 

・評価条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，作業

エリア周囲の遮蔽で囲

まれた範囲を評価対象

としている 

放出された放射性物質の全量が

原子炉建物原子炉棟内に均一に分

布するものとし，建物内の放射性

物質濃度を設定する。 

保守的に原子炉建物原子炉棟か

ら環境への放射性物質の放出は考

慮しない。 

評価対象範囲の体積を保存し半球状の

空間に放射性物質が均一に分布するもの

として空間線量率を評価する。 

原子炉建物原子炉棟１階 

（作業フロア） 

サブマージョンモデル概要図

原子炉建物原子炉棟 

格納容器 

原子炉建物原子炉棟 
作業エリア周囲の遮蔽で囲まれ

た範囲を評価対象とする。 

保守的に，建物内の配管，機器等

の遮蔽は考慮しない。 

：作業員 

：評価対象範囲 
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・評価の結果 

評価結果を第 5 図に示す。外部被ばくは最大でも約

15mSv/h 程度であり，時間減衰によってその線量率も低下す

るため，線量率の上昇が現場操作や期待している機器の機能

維持を妨げることはない。 

なお，事故時には原子炉建屋内に漏えいした放射性物質の

一部がブローアウトパネルを通じて環境へ放出されるが，中

央制御室換気空調系の換気口の位置はプルームの広がりを取

り込みにくい箇所にあり，中央制御室内に放射性物質を大量

に取り込むことはないと考えられる（第 6 図）。さらに，こ

れらの事故時においては原子炉区域排気放射能高の信号によ

り中央制御室換気空調系が非常時運転モード（循環運転）と

なるため，中操にいる運転員は過度な被ばくの影響を受ける

ことはない。 

 

(3)現場の隔離操作 

現場での高圧炉心注水隔離弁の隔離操作が必要となった場

合，運転員は床漏えい検知器やサンプポンプの起動頻度増加

等により現場状態を把握するとともに，換気空調系による換

気や破断からの蒸気の漏えいの低減(原子炉減圧や原子炉停止

時冷却(実施可能な際において))等を行うことで現場環境の改

善を行う。 

現場の温度は3 時間程度で約38℃程度まで低下することか

ら，酸素呼吸器及び耐熱服等の防護装備の着用を実施するこ

とで現場での隔離操作は実施可能である。 

 

(4)まとめ 

(2)，(3)で示した評価結果より，現実的な破断面積10cm3の

インターフェイスシステムLOCA 発生による現場の温度上昇は

小さく(3 時間程度で約38℃程度), また，現場線量率につい

ても15mSv/h 以下であることから現場操作の妨げとはなら

ず，また設備の機能も維持される。 

したがって，炉心損傷防止対策として期待している原子炉

隔離時冷却系による炉心冷却，残留熱除去系による原子炉格

納容器除熱等の機能も維持可能である。 

 

 

 

(3) 評価の結果 

評価結果を別第 11-2 図に示す。線量率の最大は約 15.2mSv／h

程度であり，時間減衰によって低下するため，線量率の上昇が

現場操作に影響を与える可能性は小さく，期待している機器の

機能は維持される。 

なお，事故時には原子炉建屋原子炉棟内に漏えいした放射性

物質が環境へ放出される可能性があるが，これらの事故時にお

いては原子炉建屋放射能高の信号により中央制御室の換気系は

閉回路循環運転となるため，中央制御室内にいる運転員は過度

な被ばくの影響を受けることはない。 

 

(3)  評価の結果 

評価結果を別図 9-2 に示す。線量率の最大は約 8.0mSv/h

程度であり，時間減衰によって低下するため，線量率の上

昇が現場操作に影響を与える可能性は小さく，期待してい

る機器の機能は維持される。 

なお，事故時には原子炉建物原子炉棟内に漏えいした放

射性物質が環境へ放出される可能性があるが，中央制御室

換気系の給気口の位置はプルームの広がりを取り込みにく

い箇所にあり，中央制御室内に放射性物質を大量に取り込

むことはないと考えられる（別図 9-3）。さらに，これら

の事故時においては原子炉棟放射線異常高又は換気系放射

線異常高の信号により中央制御室換気系が系統隔離運転と

なるため，中央制御室内にいる運転員は過度な被ばくの影

響を受けることはない。 

 

 

 

・施設配置の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・施設配置の相違 

【東海第二】 
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・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

第 5図 原子炉建屋内立入り開始時間と線量率の関係 

（インターフェイスシステム LOCA） 

別第 11-2図 原子炉建屋原子炉棟立入開始時間と線量率の関係 別図 9-2 原子炉建物原子炉棟立入開始時間と線量率の関係  
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図6 原子炉建屋／中央制御室の配置と換気口・ブローアウトパ

ネルの位置関係 

（インターフェイスシステム LOCA） 

 

 

 

別図 9-3 原子炉建物／中央制御室の配置と給気口・原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネルの位置関係 

（ＩＳＬＯＣＡ） 

 

 

 

 

 

 

 

・施設配置の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，施設

の位置関係から中央制

御室換気系の吸気口に

プルームを取込みにく

い設計となっている 
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 2．非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価について 

(1) 評価想定 

非居住区域境界及び敷地境界の実効線量評価では，ＩＳ

ＬＯＣＡにより原子炉建屋原子炉棟内に放出された核分裂

生成物が大気中に放出されることを想定し，非居住区域境

界及び敷地境界の実効線量を評価した。 

 

 

評価条件は別第 11－1表から別第 11－5表に従うものと

する。 

破断口から漏えいする原子炉冷却材が原子炉建屋原子炉

棟内に放出されることに伴う減圧沸騰によって気体となる

分が建屋内の気相部へ移行するものとし，破断口から漏え

いする冷却材中の放射性物質が気相へ移行する割合は，運

転時の原子炉冷却材量に対する原子炉建屋原子炉棟放出に

伴う減圧沸騰による蒸発量の割合から算定した。燃料から

追加放出される放射性物質が気相へ移行する割合は，燃料

棒内ギャップ部の放射性物質が原子炉圧力の低下割合に応

じて冷却材中に放出されることを踏まえ，同様に運転時の

原子炉冷却材量に対する原子炉減圧に伴う減圧沸騰による

蒸発量の割合から算定した。また，破断口及び逃がし安全

弁から放出される蒸気量は，各々の移行率に応じた量が流

出するものとした。（別第 11－3図及び別第 11－4図参

照） 

 

 

 

 

 

2. 敷地境界の実効線量評価について 

(1) 評価想定 

敷地境界の実効線量評価では，ＩＳＬＯＣＡにより原子

炉建物原子炉棟内に放出された核分裂生成物が原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネルを経由して大気中に放出さ

れることを想定し，敷地境界の実効線量を評価した。 

 

 

評価条件は別表 9-1から別表 9-6に従うものとする。 

 

破断口から漏えいする原子炉冷却材が原子炉建物原子炉

棟内に放出されることに伴う減圧沸騰によって気体となる

蒸気量に対応する放射性物質が建物内の気相部へ移行する

ものとし，破断口から漏えいする冷却材中の放射性物質が

気相部へ移行する割合は，運転時の原子炉冷却材量に対す

る原子炉建物原子炉棟放出に伴う減圧沸騰による蒸発量の

割合から算定した。燃料から追加放出される放射性物質が

気相へ移行する割合は，燃料棒内ギャップ部の放射性物質

が原子炉圧力の低下割合に応じて冷却材中に放出されるこ

とを踏まえ，同様に運転時の原子炉冷却材量に対する原子

炉減圧に伴う減圧沸騰による蒸発量の割合から算定した。

また，破断口及び逃がし安全弁から放出される蒸気量は，

各々の移行率に応じた量が流出するものとした。（別図 9-

4参照） 

原子炉建物原子炉棟内の気相部に移行した放射性物質

は，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの開口部よ

り大気中に徐々に放出されることとなるが，被ばく評価上

は，事象発生直後に大気中に放出されるものとし，放出高

さは地上放出として評価した。 

その結果，放出量は別表 9-5に示すとおりとなった。 

 

(2) 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばく

による実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として

計算する。 

 

ａ．よう素による内部被ばく 

よう素の内部被ばくによる実効線量  は次の式で計算す 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，隣接

する原子力事業者がな

いため敷地境界を評価

地点としている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では，放

射性物質の大気中への

放出の評価条件が原子

炉建物燃料取替階ブロ

ーアウトパネル開口部

面積に依存しないこと

を記載 
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(2) 評価結果 

非居住区域境界及び敷地境界における実効線量はそれぞ

れ約 1.2×10－１mSv，約 3.3×10－１mSv となり，「ＬＯＣＡ

時注水機能喪失」における耐圧強化ベント系によるベント

時の実効線量（非居住区域境界：約 6.2×10－１mSv，敷地境

界：約 6.2×10－１mSv）及び事故時線量限度の 5mSvを下回

った。 

 

る。 

 

      ∞    ⁄     

 

ここで 

 ：呼吸率(m3/s) 

呼吸率 は，事故期間が比較的短いことを考慮し，

小児の活動時の呼吸率 0.31（m3/h）を用いる。 

 ∞：よう素（I-131）を１Bq吸入した場合の小児の実効

線量係数(1.6×10-7Sv/Bq) 

  ⁄ ：相対濃度（s/m3）（別表 9-6のとおり） 

  ：よう素の放出量（Bq） 

（I-131等価量－小児実効線量係数換算）（別表 9-5の

とおり） 

 

ｂ．γ線による外部被ばく 

敷地境界外における希ガス及びハロゲン等のγ線外部被

ばくによる実効線量  は次の式で計算する。 

 

       ⁄     

 

ここで， 

 ：空気カーマから実効線量への換算係数 

（K=1Sv/Gy） 

  ⁄ ：相対線量（Gy/Bq）（別表 9-6のとおり） 

  ：希ガス及びハロゲン等の大気放出量(Bq) 

（γ線実効エネルギー0.5MeV換算値）（別表 9-5のとお

り） 

 

(3) 評価結果 

敷地境界における実効線量は約 3.9mSvとなり事故時線量

限度の５mSvを下回った。 

 

 

 

本事象は，放射性物質の放出に際し格納容器フィルタベ

ント系や非常用ガス処理系による放射性物質の捕集効果及

び高所放出による大気希釈に期待できないため，敷地境界 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，隣接 
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なお，評価上は考慮していないものの，原子炉建屋原子

炉棟に放出された放射性物質は外部に放出されるまでの建

屋内壁への沈着による放出量の低減に期待できること及び

冷却材中の放射性物質の濃度は運転時の原子炉冷却材量に

応じた濃度を用いているが，実際は原子炉注水による濃度

の希釈に期待できることにより，さらに実効線量が低くな

ると考えられる。 

 

における実効線量評価において，設計基準事故や他の炉心

損傷防止シナリオにおける評価条件に比べて厳しい評価結

果となっていると考えられる。また，ＩＳＬＯＣＡ発生

後，30分後に急速減圧を実施する評価としているため，そ

れまでの間に，高圧炉心スプレイ系の自動起動に伴う蒸気

凝縮により原子炉圧力低下が起きており，この期間におけ

る燃料棒内ギャップ部の放射性物質の追加放出が大きくな

っている。この期間は破断口からの冷却材漏えい量も大き

いため，大気中への放射性物質の放出量が大きくなる結果

となる。 

 

なお，評価に使用した I-131追加放出量の 100Ci

（3.7×1012Bq）は，運転開始からの I-131追加放出量の実

測値の最大値である約 8.1×10７Bq「平成元年１月 18日

（起動試験）」に対し保守性を有した設定となっている。 

また，評価上は考慮していないものの，原子炉建物原子

炉棟に放出された放射性物質は外部に放出されるまでの建

物内壁への沈着による放出量の低減に期待できること，冷

却材中の放射性物質の濃度は運転時の原子炉冷却材量に応

じた濃度を用いているが，実際は原子炉注水による濃度の

希釈に期待できること及び破断口から放出されるまでの時

間減衰により，さらに実効線量が低くなると考えられる。 

する原子力事業者がな

いため敷地境界を評価

地点としている 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では評価

結果に影響を与えてい

る主な原因について記

載 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の評価上

の保守性について記載 
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 別第 11－3表 放出評価条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 9-4  放出評価条件 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

冷却材保有量等の相

違により冷却材中濃度

（I-131）が異なる。ま

た，ＳＡＦＥＲ解析結

果の相違に伴い，有機

よう素の移行率，冷却

材から気相への放出割

合が相違している 
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 別第 11－4表 放出量 

 

 

 

別表9-5  放出量 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

冷却材から気相への

放出割合の相違による 

 

 

 

別第 11－5表 大気拡散条件(地上放出) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 9-6  大気拡散条件（地上放出） 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

敷地及び気象条件の

相違による 
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別第 11－3図 よう素，ハロゲン等の環境への放出過程 
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・評価条件の相違 

【東海第二】 
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別第 11－4図 希ガスの環境への放出過程 

（ガンマ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・資料構成の相違 

【東海第二】 
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 Ｉ－131追加放出量の測定結果について 

 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定して

いるＩ－131の追加放出量の測定値は以下のとおり。 

 

 

 

I-131 追加放出量の測定結果について 

 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定して

いる I-131の追加放出量の測定値は以下のとおり。 

 

・測定実績値の相違 

【東海第二】 
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添付資料 1.3.6 

インターフェイスシステム LOCA 発生時の検知手段について 

(1)インターフェイスシステム LOCA 発生時の判断方法につ

いて 

第 1 表にインターフェイスシステム LOCA と原子炉格納

容器内での LOCA によるパラメータの挙動を示す。 

インターフェイスシステム LOCA と原子炉格納容器内で

の LOCA は，どちらも原子炉冷却材の漏えい事象である

が，漏えい箇所が原子炉格納容器の内側か外側かという点

で異なる。このため，原子炉圧力，原子炉水位といった原

子炉冷却材一次バウンダリ内のパラメータは同様の挙動を

示すが，プロセス放射線モニタや格納容器圧力といった原

子炉格納容器内外のパラメータに相違が表れるので，容易

にインターフェイスシステム LOCA と判別することができ

る。 

添付資料 1.3.7 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検知手段について 

1．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の判断方法に

ついて 

第 1表にインターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格

納容器内でのＬＯＣＡが発生した場合のパラメータ比較を

示す。インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容

器内でのＬＯＣＡは，どちらも原子炉冷却材の漏えい事象

であるが，漏えい箇所が原子炉格納容器の内側か外側かと

いう点で異なる。このため，原子炉圧力，原子炉水位とい

った原子炉冷却材一次バウンダリ内のパラメータは同様の

挙動を示すが，エリアモニタや格納容器圧力といった原子

炉格納容器内外のパラメータに相違が表れるので，容易に

インターフェイスシステムＬＯＣＡと判別することができ

る。 

 

 

添付資料 1.3.7 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検知手段について 

1. インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内で

のＬＯＣＡの判別並びに判断について 

第１表にインターフェイスシステムＬＯＣＡ及び原子炉

格納容器内でのＬＯＣＡ発生時のパラメータ比較を示す。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内

でのＬＯＣＡは，どちらも原子炉冷却材の漏えい事象であ

るが，漏えい箇所が原子炉格納容器の内側か外側かという

点で異なる。このため，原子炉圧力，原子炉水位といった

原子炉冷却材一次バウンダリ内のパラメータは同様の挙動

を示すが，エリア放射線モニタや格納容器圧力といった原

子炉格納容器内外のパラメータ変化に相違が表れるので，

容易にインターフェイスシステムＬＯＣＡと判別すること

ができる。 

また，第１表に示すパラメータの変化や警報が発報する

ことと，運転中の弁の開閉試験時に発生するため，早期に

インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生したことが判断

できる。 
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第 1 表 インターフェイスシステム LOCAと原子炉格納容器内で

の LOCA発生時のパラメータの比較 

 

 

 

第1表 インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内

でのＬＯＣＡ発生時のパラメータ比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１表 インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器

内でのＬＯＣＡのパラメータ比較について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，イン

ターフェイスシステム

ＬＯＣＡ判断に蒸気漏

えい警報及び火災警報

も判断材料として使用 
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2．インターフェイスシステムＬＯＣＡの認知について 

インターフェイスシステムＬＯＣＡは，低圧設計部分と

高圧設計部分を隔離する弁の誤開放等により発生する事故

である。低圧設計部分に原子炉圧力が負荷された場合，系

統の異常過圧を知らせる警報（RHR PUMP DISCH PRESS 

ABNORMAL HI／LO等）が発報する。非常用炉心冷却系及び

原子炉隔離時冷却系の吐出圧力上昇，原子炉水位のパラメ

ータ変化，原子炉建屋原子炉棟内の温度上昇若しくはエリ

ア放射線モニタの指示値上昇等漏えいが予測されるパラメ

ータの変化，又は漏えい関連警報の発生によりインターフ

ェイスシステムＬＯＣＡ発生を判断する。これらのパラメ

ータ以外にも原子炉圧力，格納容器内圧力，格納容器内温

度，主蒸気流量，給水流量等が設置されており，インター

フェイスシステムＬＯＣＡ発生時に変化する可能性がある

パラメータとして総合的に確認し，インターフェイスシス

テムＬＯＣＡの発生を容易に認知することができる。ま

た，第 2表にインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時に

変化する可能性があるパラメータ等とその挙動について示

す。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生を確認した場

合，中央制御室からの遠隔隔離操作を試みる。仮に中央制

御室からの遠隔隔離ができない場合は，現場手動操作によ

り弁を閉止することで漏えい系統を隔離する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，本添

付資料「(1) インター

フェイスシステムＬＯ

ＣＡ発生の判断につい

て」及び「(3) インタ

ーフェイスシステムＬ

ＯＣＡ発生時の漏えい

場所（エリア）の特定

方法について」にて記

載 
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2表 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時に変化するパラ

メータ等 
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(2)インターフェイスシステム LOCA 発生時の漏えい場所（エリ

ア）の特定方法について 

高圧炉心注水系を例として関連機器の設置場所を第 1 図に

示す。インターフェイスシステム LOCA 発生時は，各部屋が分

離されていることから，床漏えい検出器及び火災報知器によ

り漏えい場所（エリア）の特定が可能である。また，監視カ

メラの情報も漏えい場所（エリア）特定の参考とすることが

可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の

特定方法について 

Ａ－残留熱除去系の機器・配管等が設置されているポン

プ室，熱交換器室，ＰＣＶペネトレーション室，トーラス

室は第１図に示すとおり，分離されたエリアに火災感知

器，監視カメラ，漏えい検知器，温度検知器やエリアモニ

タを設置しており，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発

生時は警報・指示値等によりインターフェイスシステムＬ

ＯＣＡ発生場所（エリア）の特定が可能である。 

 

 

 

また，有効性評価においては，Ａ－残留熱除去系のイン

ターフェイスシステムＬＯＣＡ事象を想定しているが，

Ｂ，Ｃ－残留熱除去系及び低圧炉心スプレイ系について

も，第２図～第４図に示すとおり漏えい確認設備を設置し

ており，Ａ－残留熱除去系と同様の対応をとることにより

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の

特定が可能である。 

なお，評価上，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発

生が想定される場所（エリア）には第２表に示すとおり，

火災感知器，監視カメラ及び漏えい検知器等を設置してい

る。第３表～第７表に各エリアに設置された漏えい確認設

備の仕様を示す。また，第５図～第７図に漏えい確認設備

の配置及び監視カメラの映像を示す。 

上記の漏えい確認設備，一次系パラメータ及びポンプ出

口圧力と合わせ総合的に判断することでインターフェイス

システムＬＯＣＡの検知・発生場所の特定が可能である。

漏えい発生後，第２表に示す確認設備のうち，火災感知器

の動作状況によりインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生

場所の特定を実施する。火災感知器により確認できない場

合には，その他複数設置された漏えい確認設備にて判断す

る。漏えい確認設備により確認できない場合でも運転員の

巡視によりインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所の

特定は可能である。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生検知と発生場所

の特定手順について，第８図に示す。 

 

 

 

・故障想定の相違 

【柏崎 6/7】 

⑨の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

東海第二は，本添付

資料「2．インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ

の認知について」にて

記載 

・故障想定の相違 

【柏崎 6/7】 

⑨の相違 
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第 1図 高圧炉心注水系関連の機器が設置されている部屋の 

概要図（7号炉の例） 

第２表 インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生が想定さ

れる場所（エリア）の漏えい確認設備について 

 

 

 

第１図 Ａ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

 

 

第２図 Ｂ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，インタ

ーフェイスシステムＬ

ＯＣＡ発生時に漏えい

場所の特定に使用する

設備について概要図にて

記載 
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第３図 Ｃ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

 

  

 
第４図 低圧炉心スプレイ系漏えい確認設備概要図 
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第３表 火災感知器仕様 

第４表 監視カメラ仕様 

第５表 漏えい検知器仕様 

第６表 温度検知器仕様 

第７表 エリア放射線モニタ仕様 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，各系

統の漏えい検知手段に

ついて，具体的に記載 
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第５図 漏えい確認設備の配置及び監視カメラの映像（原子炉

建物地下２階） 

第６図 漏えい確認設備の配置及び監視カメラの映像（原子炉

建物１階） 

第７図 漏えい確認設備の配置及び監視カメラの映像（原子炉

建物２階） 
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第８図 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生の検知と 

発生場所の特定に関する総合的な判断の手順 
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添付資料 1.3.7 

低圧代替注水系（常設）のポンプ 1 台又は代替注水系 1 系注水

準備完了にて発電用原子炉を急速減圧する条件及び理由について 

発電用原子炉を急速減圧する際は，低圧代替注水系（常設）の

ポンプ 2 台又は代替注水系 2 系による原子炉圧力容器への注水

準備完了を基本とするが，以下のケースにおいては原子炉圧力容

器への注水準備が完了している系統が低圧代替注水系（常設）の

ポンプ 1 台又は代替注水系 1 系のみであっても発電用原子炉の

急速減圧操作を実施する。 

なお，注水設備については，低圧代替注水系（常設）の場合，

起動しているポンプの台数を基準としているが，代替注水系の場

合，低圧代替注水系（常設）と比較して信頼性の点で劣ることか

ら注水可能な系統数を基準としている。 

（1）原子炉水位が規定値に到達した場合 

【判断基準】 

高圧注水系の不調等により原子炉圧力容器内の水位が規定値

（レベル 1）まで低下した場合は，炉心損傷の防止又は著しい

炉心損傷の抑制を目的として，原子炉圧力容器への注水準備が

完了している系統が低圧代替注水系（常設）のポンプ 1 台又

は代替注水系 1系のみであっても急速減圧操作を実施する。 

【理由】 

有効性評価においては，給水・復水系の全喪失，並びに高圧

及び低圧注水機能の喪失により原子炉水位が低下した場合にお

いて，原子炉圧力容器内の水位が規定値（レベル 1）に到達し

た段階で急速減圧を実施しているが，急速減圧に先立ち，注水

可能な設備として低圧代替注水系（常設）のポンプ 2 台が準備

できた場合を想定している。 

この場合，低圧代替注水系（常設）のポンプ 2 台で原子炉

圧力容器への注水を開始することにより，炉心損傷を防止でき

ることが確認されている。 

一方，急速減圧に先立ち，注水可能な設備として低圧代替注

水系（常設）のポンプ 1 台のみが準備できた場合や低圧代替

注水系（常設）以外の代替注水系の 1 系のみが準備できた場

合において，原子炉圧力容器内の水位が規定値（レベル 1）に

到達した段階で急速減圧を実施した場合，炉心損傷の防止はで

きないが，著しい炉心損傷の抑制が期待できる。 

特に発電用原子炉の停止からの経過時間が長くなるほ

ど，崩壊熱が小さく，原子炉圧力容器内の水位を維持する

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

⑩の相違
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ために必要となる注水量が少なくなることから，著しい炉

心損傷の抑制効果は大きい。 

（2）原子炉格納容器パラメータが規定値に到達した場合 

・S/C 圧力制限に到達した場合

【判断基準】 

S/C 圧力が設計限界圧力（310kPa[gage]）に接近した場合

は，原子炉圧力容器への注水準備が完了している系統が低圧代

替注水系（常設）のポンプ 1 台又は代替注水系１系のみであっ

ても急速減圧操作を実施する。 

【理由】 

LOCA 発生時においても，ブローダウン経路が健全であれ

ば，原子炉エネルギ（蒸気）はベント管を介して直接 S/P へ

放出され，そのエネルギが S/P で凝縮されることにより S/C 

圧力制限値（180kPa[gage]）以下に収まる設計である。しか

し，真空破壊弁等にバイパスリークが生じている場合は，原子

炉エネルギが S/P で凝縮されずに原子炉格納容器内へ直接放

出されるため，原子炉格納容器内の圧力が S/C 圧力制限値以

上に上昇する。 

さらに S/C 圧力が設計限界圧力（310kPa[gage]）を超えた

場合，原子炉格納容器が損傷するおそれがある。 

したがって，急速減圧操作を実施することで，逃がし安全弁

を通して原子炉エネルギを直接 S/P へ導き，S/P でそのエネ

ルギを凝縮させることにより，S/C 圧力の上昇を抑制する。

・格納容器空間部温度制限に到達した場合

【判断基準】 

格納容器空間部温度が制限（171℃）に接近した場合は，原

子炉格納容器の損傷を防止することを目的として，原子炉圧力

容器への注水準備が完了している系統が低圧代替注水系（常

設）のポンプ 1 台又は代替注水系１系のみであっても急速減圧

操作を実施する。 

【理由】 

LOCA が発生すると，原子炉エネルギ（高温水，蒸気）が原

子炉圧力容器から原子炉格納容器内へ放出され，格納容器空間

部温度が上昇する。格納容器空間部温度が上昇して高温となっ

た場合，D/W スプレイ操作等にて原子炉格納容器の減圧及び温

度上昇の抑制を試みるが，それでもなお格納容器空間部温度が

上昇して設計温度（171℃)を超えた場合，原子炉格納容器が損

傷するおそれがある。 
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したがって，急速減圧操作を実施することで，逃がし安

全弁を通して原子炉エネルギを直接S/P へ導き，S/P でそ

のエネルギを凝縮させることにより，格納容器空間部温度

の上昇を抑制するとともに，原子炉圧力容器へ注水を促

し，炉心の冷却を行う。 
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添付資料 1.3.8 

発電用原子炉の減圧操作について 

1．炉心損傷前の発電用原子炉の減圧操作

(1) 発電用原子炉の手動減圧操作

炉心損傷前の発電用原子炉の手動減圧操作には，原子炉

圧力容器への熱応力の影響を考慮し，原子炉冷却材温度変

化率 55℃／h以下を監視しながら実施する「通常の減圧」

と，事故時において逃がし安全弁 7個を開放することによ

り発電用原子炉を急速に減圧する「急速減圧」がある。 

各減圧操作は，低圧で原子炉注水が可能な手段を確保し

た上で，以下のとおり判断して実施する。 

ａ．通常の減圧操作 

通常の減圧操作は，プラント通常起動／停止時及び事

故対応中で急速減圧操作の条件が成立していない場合に

おいて適用する。 

本操作は，主復水器が使用できる場合には，タービン

バイパス弁を用いて原子炉発生蒸気を主復水器へ，主復

水器が使用できない場合には，逃がし安全弁を間欠で用

いてサプレッション・プールへ導くことで発電用原子炉

の減圧を行う。 

ｂ．急速減圧操作 

急速減圧操作は，事故対応中において以下のような場

合に，逃がし安全弁 7個を開放することにより実施す

る。 

①高圧注水機能喪失等により原子炉水位が低下し，低圧

注水機能により原子炉注水を速やかに行う場合

②高圧注水機能により原子炉水位が緩やかに上昇してい

るが，炉心露出（原子炉水位が燃料有効長頂部以下）

の時間が最長許容炉心露出時間を上回った場合

③原子炉水位不明が発生し，低圧の注水機能により原子

炉圧力容器を満水にする場合

④インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生し，中央制

御室からの遠隔隔離に失敗した場合

また，以下の場合で減圧操作に時間余裕がある場合

添付資料 1.3.8 

発電用原子炉の減圧操作について 

1. 炉心損傷前の発電用原子炉の減圧操作

(1) 発電用原子炉の手動減圧操作

炉心損傷前の発電用原子炉の手動減圧操作には，原子炉

圧力容器への熱応力の影響を考慮し，原子炉冷却材温度変

化率 55℃／h以下を監視しながら実施する「通常の減圧」

と，事故時において逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６

個を開放することにより発電用原子炉を急速に減圧する

「急速減圧」がある。 

各減圧操作は，低圧で原子炉注水が可能な手段を確保し

た上で，以下のとおり判断して実施する。 

ａ．通常の減圧操作 

通常の減圧操作は，プラント通常起動／停止時及び事

故対応中で急速減圧操作の条件が成立していない場合に

おいて適用する。 

本操作は，主復水器が使用できる場合には，タービ

ン・バイパス弁を用いて原子炉発生蒸気を主復水器へ，

主復水器が使用できない場合には，逃がし安全弁を間欠

で用いてサプレッション・プールへ導くことで発電用原

子炉の減圧を行う。 

ｂ．急速減圧操作 

急速減圧操作は，事故対応中において以下のような場

合に，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を開放す

ることにより実施する。 

①高圧注水機能喪失等により原子炉水位が低下し，低圧

注水機能により原子炉注水を速やかに行う場合 

②高圧注水機能により原子炉水位が緩やかに上昇してい

るが，炉心露出（原子炉水位が燃料棒有効長頂部以

下）の時間が最長許容炉心露出時間を上回った場合 

③原子炉水位不明が発生し，低圧の注水機能により原子

炉圧力容器を満水にする場合 

④インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生し，中央制

御室からの遠隔隔離に失敗した場合 

また，以下の場合で減圧操作に時間余裕がある場合

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，炉心

損傷前後の減圧操作に

ついて記載 

・設備の相違

【東海第二】 

⑬の相違
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は，減圧による原子炉格納容器への熱負荷に留意し，格

納容器圧力及び温度を監視しながら逃がし安全弁 7個を

順次開放するが，原子炉冷却材温度変化率 55℃／h以下

は適用されない。 

⑤サプレッション・プール熱容量制限に到達した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥格納容器圧力を約 245kPa［gage］（0.8Pd）以下に維持

できない場合 

⑦ドライウェル温度が 171℃に到達した場合 

⑧サプレッション・プール水位が通常水位＋6.0ｍに近接

した場合又は通常水位－50㎝以下となった場合 

本操作は，逃がし安全弁（自動減圧機能）「7個」を手

動開放することを第一優先とする。 

それができない場合は，逃がし安全弁（自動減圧機

能）以外の逃がし安全弁を含めたものから使用可能なも

の「7個」を手動開放する。 

さらに，それもできない場合は，急速減圧に必要な最

小弁数である「1個」以上を手動開放することにより急速

減圧する。逃がし安全弁（自動減圧機能）以外の逃がし

安全弁による減圧ができない場合は，代替の減圧手段を

試みる。 

なお，急速減圧に必要な最小弁数「1個」は，残留熱除

去系（低圧注水系）1台による原子炉注水を仮定した場合

に燃料被覆管最高温度が 1,200℃以下に抑えられることを

条件として設定している。 

急速減圧操作の概要は第 1図のとおり。 

は，減圧による原子炉格納容器への熱負荷に留意し，格

納容器圧力及び温度を監視しながら逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）６個を順次開放するが，原子炉冷却材温

度変化率 55℃／h以下は適用されない。 

⑤サプレッション・プール熱容量制限※１に到達した場合 

※１ サプレッション・プール水温度 77℃。なお，崩

壊熱除去機能喪失時において，原子炉隔離時冷

却系又は高圧原子炉代替注水系からの注水によ

り原子炉水位を維持している場合，当該系統が

機能維持できる間（サプレッション・プール水

温度 100℃まで）は急速減圧に移行しない。 

 

 

 

 

⑥格納容器圧力を約 245kPa［gage］以下に維持できない

場合 

⑦ドライウェル温度が 171℃に到達した場合 

⑧サプレッション・プール水位が通常水位約＋1.3ｍに近

接した場合又は通常水位－50㎝以下となった場合 

本操作は，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）「６

個」を手動開放することを第一優先とする。 

それができない場合は逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）以外の逃がし安全弁を含めたものから使用可能なも

の「６個」を手動開放する。 

さらに，それもできない場合は，急速減圧に必要な最

小弁数である「１個」を手動開放することにより急速減

圧する。逃がし安全弁（自動減圧機能付き）以外の逃が

し安全弁による減圧ができない場合は，代替の減圧手段

を試みる。 

なお，急速減圧に必要な最小弁数「１個」は，残留熱

除去系（低圧注水モード）１台による原子炉注水を仮定

した場合に燃料被覆管最高温度が 1,200℃以下に抑えられ

ることを条件として設定している。 

急速減圧操作の概要は第１図のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，崩壊

熱除去機能喪失時にＲ

ＣＩＣ・ＨＰＡＣで注

水している場合は，熱

容量制限による急速減

圧よりもＲＣＩＣ・Ｈ

ＰＡＣの運転継続を優

先する 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑬の相違 
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第 1図 急速減圧操作概要 

 

 

(2) 発電用原子炉の自動減圧 

前項(1)のような運転員による手動操作がない場合でも，

事故事象を収束させるための原子炉減圧として，自動減圧

系及び過渡時自動減圧回路の 2つがある。逃がし安全弁の

機能を第 1表に整理するとともに，概要を以下に示す。 

なお，原子炉停止機能喪失（ＡＴＷＳ）の場合は，発電

用原子炉の自動減圧により低温の水が注水されることを防

止するため，運転員の判断により自動減圧を阻止するため

の操作スイッチがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 原子炉「急速減圧」操作概要 

 

 

(2) 発電用原子炉の自動減圧 

前項(1)のような運転員による操作がない場合でも，事故

事象を収束させるための原子炉減圧としては，自動減圧系

及び代替自動減圧機能の２つがある。逃がし安全弁の機能

を第１表に整理するとともに，概要を以下に示す。 

なお，原子炉停止機能喪失(ＡＴＷＳ)の場合は，発電用

原子炉の自動減圧により低温の水が注水されることを防止

するため，運転員の判断により自動減圧を阻止するための

操作スイッチがある。 

悪影響を及ぼさないように，区分Ⅰ，区分Ⅱの異なる系

統に自動減圧起動阻止スイッチを各１個，代替自動減圧起

動阻止スイッチを１個分離して設置しており，これらのス

イッチは中央制御室の同じ盤で操作が可能な設計としてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑬の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，自動減

圧起動阻止用と代替自

動減圧起動阻止用を共

用として起動阻止スイ

ッチを２個設置してい

る 
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ａ．自動減圧回路（第 2図） 

非常用炉心冷却系の一部であり，高圧炉心スプレイ系

のバックアップ設備として，逃がし安全弁（自動減圧機

能）を開放し原子炉圧力を速やかに低下させ，低圧注水

系の早期注水を促す。 

具体的には，「原子炉水位異常低下（レベル１）」及

び「ドライウェル圧力高」信号が 120秒間継続し，低圧

炉心スプレイ系又は残留熱除去系（低圧注水系）が運転

中であれば，逃がし安全弁（自動減圧機能）7個が開放す

る。 

ｂ．過渡時自動減圧回路（第 2図） 

非常用炉心冷却系の自動減圧機能が動作しない場合に

おいても，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

を防止する。 

自動減圧回路の動作信号のうち，ドライウェル圧力高

信号が成立しなくても，発電用原子炉の水位が低い状態

で一定時間経過した場合は，残留熱除去系（低圧注水

系）等の起動を条件に過渡時自動減圧回路は動作する。 

具体的には，原子炉水位異常低下（レベル１）信号が

10分間継続し，低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系

（低圧注水系）が運転中であれば，自動減圧機能付き逃

がし安全弁 2個が開放する。 

過渡時自動減圧回路は，原子炉水位異常低下（レベル

１）に「10分間」の時間遅れを考慮して，炉心損傷に至

らない台数を検討した結果，1個を開放すれば炉心損傷の

制限値（燃料被覆管 1,200℃以下，被覆管酸化割合 15％

以下）を満足するため，余裕として 1個を追加して 2個

と設定した。 

第 1表 逃がし安全弁機能一覧 

・自動減圧系（第２図）

非常用炉心冷却系の一部であり，高圧炉心スプレイ系

のバックアップ設備として，逃がし安全弁（自動減圧機

能付き）を開放し原子炉圧力を速やかに低下させ，低圧

炉心スプレイ系，低圧注水系の早期注水を促す。 

具体的には，「原子炉水位低（レベル１）」及び「格

納容器圧力高(13.7kPa[gage])」信号が 120秒間継続し，

低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系（低圧注水モー

ド）が運転中であれば，逃がし安全弁（自動減圧機能）

６個が開放する。 

・代替自動減圧機能（第２図）

非常用炉心冷却系の自動減圧機能が作動しない場合に

おいても，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

を防止する。 

自動減圧系の作動信号の内，「格納容器圧力高(13.7k 

Pa[gage])」信号が成立しなくても，発電用原子炉の水位

が低い状態で一定時間経過した場合は，低圧炉心スプレ

イ系又は残留熱除去系（低圧注水モード）の起動を条件

に代替自動減圧機能は作動する。 

具体的には「原子炉水位低（レベル１）」信号が 10分

間継続し，低圧炉心スプレイ・ポンプ又は残留熱除去ポ

ンプが運転中であれば，代替自動減圧機能により逃がし

安全弁（自動減圧機能付き）２個が開放する。 

代替自動減圧機能は，原子炉水位低（レベル１）に

「10分間」の時間遅れを考慮して，炉心損傷に至らない

台数を検討した結果，１個を開放すれば炉心損傷の制限

値（燃料被覆管 1,200℃以下，被覆管酸化割合 15％以

下）を満足するため，余裕として１個を追加して２個と

設定した。 

第１表 逃がし安全弁機能一覧 

・設備の相違

【東海第二】 

⑬の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑬の相違
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第 2図 自動減圧機能論理回路 

自動減圧系及び代替自動減圧機能は運転員の操作を考慮

しないが，運転員が各論理の動作状況を確認できるように

警報を発する。自動減圧系及び代替自動減圧機能の動作回

路図及び警報発生箇所を以下に示す。 

第２図 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，悪影

響を及ぼさないよう考

慮して，自動減圧起動

阻止スイッチを２個，

代替自動減圧起動阻止

スイッチを１個設置し

ているが，東海第二

は，自動減圧起動阻止

用と代替自動減圧起動

阻止用を共用として起

動阻止スイッチを２個

設置している。 

島根２号炉の自動減

圧起動阻止スイッチ及

び代替自動減圧起動阻

止スイッチは，共に中

央制御室の同じ盤に設

置してあり，操作はほ

ぼ同時にできることか

ら，操作時間は東海第

二と比較しても大きく

異ならない 
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2．炉心損傷後の発電用原子炉の減圧操作 

 原子炉への注水手段がなく原子炉圧力容器の破損に至るおそ

れがある場合には，原子炉圧力容器高圧破損防止のための原子

炉手動減圧を実施する必要がある。この際，蒸気冷却による燃

料の冷却効果に期待するために原子炉減圧を遅らせ，原子炉水

位計（燃料域）で原子炉水位が「燃料有効長底部から燃料有効

長の20％上の位置」（以下「ＢＡＦ＋20％」という。）に到達

した場合に，逃がし安全弁（自動減圧機能）2個で原子炉の減圧

を実施する手順としている。 

 減圧を実施する水位及び弁の個数については，以下の評価結

果を基に決定している。 

(1) 原子炉手動減圧のタイミングについて

これらの警報により，自動減圧系又は代替自動減圧機能

の論理が動作していることを確認し，自動減圧に備える。 

なお，代替自動減圧機能動作による自動減圧中に燃料棒

有効長頂部(ＴＡＦ)を下回った場合は，運転操作手順書に

則り，残りの４個を開操作する。 

2. 原子炉注水手段がない場合の原子炉減圧の考え方について

原子炉への注水手段がなく原子炉圧力容器の破損に至るおそ

れがある場合には，原子炉圧力容器高圧破損防止のための原子

炉手動減圧を実施する必要がある。この際，蒸気冷却による燃

料の冷却効果に期待するために原子炉減圧を遅らせ，シュラウ

ド内の原子炉水位計（燃料域）で原子炉水位が「燃料棒有効長

底部より燃料棒有効長の 20%上の位置」（以下「ＢＡＦ+20% 

」という。）に到達した場合に，逃がし安全弁（自動減圧機

能付き）２個で原子炉の減圧を実施する手順としている。 

減圧を実施する水位及び弁の個数については，以下の評価結

果を基に決定している。 

(1) 原子炉手動減圧のタイミングについて

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱」では，溶融炉心，水蒸気及び水素ガスの急速な

放出に伴い原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が加えら

れることを防止するため，原子炉圧力容器破損までに逃が

し安全弁の手動開操作により原子炉減圧を実施し，原子炉

冷却材圧力を 2.0MPa[gage]以下に低減する必要がある。 

しかしながら，蒸気冷却による燃料の冷却効果に期待す

るという観点で原子炉減圧を遅くする一方で，原子炉圧力

容器破損のタイミングが見通せない中で運転員による手動

操作が必要な状況下であることを踏まえると，到達予測が

容易である原子炉水位で判断することが妥当とした。な

お，原子炉水位が低下し燃料棒有効長底部（以下「ＢＡ

Ｆ」という。）を下回った以降，原子炉減圧を実施した場

合には，ＳＡ事象進展等に対して以下の悪影響が考えられ

る。 

・原子炉水位計（燃料域）による水位確認が不可とな

・記載方針の相違

【東海第二】 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，自動

減圧機能を作動させた

場合，全弁（６個）同

時開となるため逃がし

安全弁機能により手動

開放する 
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原子炉への注水手段がない場合の原子炉手動減圧のタイ

ミングを検討するため，原子炉水位が「原子炉水位異常低

下（レベル１）」（以下「Ｌ１」という。）に到達後10分

から50分のそれぞれのタイミングで減圧する場合の解析を

実施し，水素の積算発生量を評価した。減圧に用いる逃が

し安全弁（自動減圧機能）の弁の個数は，7個（逃がし安全

弁（自動減圧機能）全て），2個及び1個のそれぞれで実施

されるものとした。 

評価結果を第2表に示すとともに，それぞれの弁の個数で

減圧した場合の原子炉水位及び積算水素発生量の推移を，

第3図から第8図に示す。これらの評価結果から，水素の積

算発生量については，おおむねＬ１到達後35分から50分の

間で大きな差が現れた。 

この評価結果から，酸化反応（ジルコニウム－水反応）

が活発になる前の，Ｌ１到達後35分までに減圧を実施する

ことが望ましいと判断した。 

る。 

・燃料がヒートアップしているため，水素発生量が増加

する。 

・水素発生量の増加により反応熱が増加し，原子炉圧力

容器破損タイミングが早くなる。 

・減圧から原子炉圧力容器破損の時間が短く，高圧破損

のリスクが上昇する。 

・水素発生量の増加及び原子炉圧力容器破損の早期化に

より，原子炉格納容器過圧・過温破損を防止するため

のマネジメントの時間余裕が短くなる。 

これらを踏まえ，原子炉への注水手段がない場合の原子炉

手動減圧のタイミングを検討するため，原子炉水位が「原子

炉水位低（レベル１）」（以下「Ｌ１」という。）に到達後

10 分から 60 分までのそれぞれのタイミングで減圧する場合

の解析を実施し，水素の積算発生量※１を評価した。減圧に用

いる逃がし安全弁の弁の個数は，６個（逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）全弁）で実施されるものとした。 

評価結果を第１表，第１図及び第２図に示す。水素の積算

発生量については，Ｌ１到達後 40 分後と 50 分後の間に大き

な差が表れた。 

この評価結果から，酸化反応（ジルコニウム－水反応）が

活発になる前の，Ｌ１到達後 40 分後までに減圧を実施する

ことが望ましいと判断した。 

なお，第１表の逃がし安全弁（自動減圧機能付き）全弁

（６個）での原子炉減圧の結果及び第２表の逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）２個及び１個での原子炉減圧の結果に

ついて，10 分，20 分，30 分，40 分のタイミングで多少の増

減(ばらつき)を示しているものの，50 分後と 60 分後の間に

大きな差が生じるのはこのばらつきの影響ではなく，炉心形

状が維持されている段階での炉心のヒートアップのタイミン

グに大量の蒸気が通過することによるものであると考えられ

る。このため，10 分，20 分，30 分，40 分での水素発生量の

多少のばらつきは本結論に影響を与えるものではない。 

※１ 事象が安定した時点である事象発生から３時間後

までの積算量。なお，３時間以降の水素量の増加

はない。 

・評価結果の相違

【東海第二】 
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(2) 原子炉手動減圧に用いる弁の個数について

第2表より，(1)で判断した原子炉手動減圧を実施するタイ

ミング（Ｌ１到達後35分）近辺の減圧タイミングに着目する

と，逃がし安全弁（自動減圧機能）1個の場合の水素発生量

が大きくなっている。また，減圧時の炉内蒸気流量の観点で

は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7個の場合よりも逃がし

安全弁（自動減圧機能）2個の場合の方が，炉内蒸気流量が

小さいことから，被覆管に対する負荷が小さいものと考え

る。 

減圧完了までの時間については，第3図，第5図及び第7図

のとおり，弁の個数が少ないほど長くなるが，いずれの場合

も原子炉圧力容器破損までの時間に対しては十分な余裕があ

るため，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心落下量など，原子

炉圧力容器破損後の事象進展に与える影響は小さい。 

以上から，原子炉手動減圧の際に開放する弁の個数は逃

がし安全弁（自動減圧機能）2個とした。 

(3) 原子炉手動減圧を実施する原子炉水位について

上記評価結果より，原子炉手動減圧をＬ１到達後35分以降

に実施する場合に水素の積算発生量に顕著な増加が見られる

こと，また，減圧をＬ１到達後10分から35分の間で実施する

場合には水素の積算発生量に有意な傾向が確認されないこと

を踏まえ，蒸気冷却による燃料の冷却効果に期待する観点か

ら，減圧はＬ１到達後35分で実施するものとし，判断基準と

してはこのタイミングに相当する原子炉水位を用いることと

した。 

(2) 原子炉手動減圧に用いる弁の個数について

第２表及び第７図から第 10図より，(1)で判断した原子炉

手動減圧を実施するタイミング（Ｌ１到達後 40分）近辺の

減圧タイミングに着目すると，逃がし安全弁１個の場合の水

素発生量が大きくなっている。また，減圧時の炉内蒸気流量

の観点では，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）全弁（６

個）の場合よりも逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個の

場合の方が，炉内蒸気流量が小さいことから，燃料被覆管に

かかる荷重が小さいものと考える。なお，低圧注水がある場

合，水位回復の観点から早めに減圧すべきであるが，低圧注

水がない場合には，注水ができない状況であってもできるだ

け燃料破損を遅らせる観点から減圧に用いる弁数は少ない方

が望ましい。 

水素発生量については，減圧が遅くなるほど蒸気量は小さ

くなるが炉心ヒートアップは進むこともあり，減圧時間が遅

い方が水素発生量が多くなる傾向となっている。 

水素発生量を抑えつつ，燃料被覆管の荷重を低く抑える観

点から，減圧時に開放する適切な弁数は２個と判断した。た

だし，減圧が遅くなり水素ガスが多く発生したとしても，

450kg程度であれば，原子炉過圧破損の観点から原子炉格納

容器圧力への影響は過大ではないと考える。 

減圧完了までの時間については，第３図から第６図に示す

とおり，弁の個数が少ないほど長くなるが，いずれの場合も

原子炉圧力容器内破損までの時間に対しては十分な余裕があ

るため，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心落下量など，原子

炉圧力容器破損後の事象進展に与える影響は小さい。 

以上から，原子炉手動減圧の際に開放する弁数は逃がし安

全弁（自動減圧機能付き）２個とした。 

(3) 原子炉手動減圧を実施する水位について

上記評価結果より，原子炉手動減圧をＬ１到達後 50分後

以降に実施する場合に水素の積算発生量の顕著な増加が見ら

れること，また，減圧をＬ１到達後 10分から 40分の間で実

施する場合には水素の積算発生量に有意な傾向が確認されな

いことを踏まえ，蒸気冷却による燃料の冷却効果に期待する

観点から，原子炉減圧はＬ１到達後 40分で実施するものと

し，判断基準としてはこのタイミングに相当する原子炉水位

を用いることとした。 

・設備の相違

【東海第二】 

⑬の相違

・評価結果の相違

【東海第二】 
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第5図より，Ｌ１到達後35分での原子炉水位はＢＡＦ＋

20％程度であることから，これを原子炉手動減圧実施の水位

とした。 

なお，海外における同様の判断基準を調査した結果，米国

の緊急時操作ガイドライン（ＥＰＧ）[1]の例では，不測事態

の蒸気冷却の手順において，原子炉へ注水できない場合の原

子炉減圧の判断基準をＢＡＦ＋70％程度としていることを確

認した。これは，ＢＡＦ＋70％程度よりも原子炉水位が高い

状況では，注水がなくかつ原子炉減圧していない状態でも，

冠水部分の燃料から発生する蒸気により露出部分の燃料を冷

却できると判断しているものと推定される。当社の判断基準

は，米国の例との差異はあるものの，上述の評価結果を踏ま

え蒸気冷却効果，水素発生量及び被覆管に対する負荷の観点

から定めているものであり，妥当であると考える。 

(4) 原子炉水位の確認手段について

原子炉水位は，原子炉水位計（燃料域）によって確認す

る。原子炉水位がＢＡＦ＋20％に到達する時点（事象発生か

ら約 38分後）では，原子炉圧力容器内の気相部温度は飽和

温度を超えているが，ドライウェル内の気相部温度は 80℃

程度であることから，原子炉水位計の凝縮槽内の水位は維持

され，原子炉水位計による原子炉水位の確認は可能と考え

る。 

また，仮に水位不明となった場合は炉心損傷を判断した時

点で急速減圧を実施する手順となっており，同等の対応とな

ることから，運転員の対応に影響はない。 

原子炉水位低（レベル１）から 40分後の原子炉水位を評

価すると，原子炉水位はＢＡＦ＋20％程度であることから，

これを減圧実施の水位とした。仮に原子炉水位がＢＡＦ＋

20%で減圧操作できなかった場合でも，ＢＡＦに到達するま

でに約 30分間の時間余裕があり，また，原子炉急速減圧操

作は原子炉水位の低下傾向を監視しながらあらかじめ準備が

可能であることから，操作の不確かさはない。 

なお，海外における同様の判断基準を調査した結果，米国

の緊急時操作ガイドライン（ＥＰＧ）[１]の例では，不測事態

の蒸気冷却の手順において，原子炉へ注水できない場合の原

子炉減圧の判断基準をＢＡＦ＋70％程度としていることを確

認した。これはＢＡＦ＋70％程度よりも原子炉水位が高い状

況では，注水が無くかつ原子炉減圧していない状態でも，冠

水部分の燃料から発生する蒸気により露出部分の燃料を冷却

できると判断しているものと推定される。当社の判断基準

は，米国の例との差異はあるものの，上述の評価結果を踏ま

え蒸気冷却効果，水素発生量及び被覆管に対する負荷の観点

から定めているものであり，妥当であると考える。 

(4) 原子炉水位の確認手段について

原子炉水位は原子炉水位計（燃料域）によって確認し，第

11図に示す補正曲線を用いて原子炉圧力に対する補正を行い

ＢＡＦ＋20％を判断する。高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱において，原子炉水位計（燃料域）がＢＡＦ＋20％

に到達する時点（事象発生から約１時間後）では，原子炉圧

力容器内の気相部温度は飽和温度を超えているが，ドライウ

ェル内の気相部温度は約 77℃であり，第 12図に示す水位不

明判断曲線の水位不明領域に入っていないことから，原子炉

水位計（燃料域）の凝縮槽内の水位は維持され，原子炉水位

計（燃料域）による原子炉水位の確認は可能と考える。 

また，第 12図に示す水位不明判断曲線は，すべての原子

炉水位計の水位不明判断に使用し，仮に水位不明となった場

合は急速減圧を実施する手順となっており，同等の対応とな

ることから，運転員の対応に影響はない。 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，ＢＡ

Ｆ＋20％補正曲線で判

断する手段を記載 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，水位

不明でないことを水位

不明曲線で判断する手

段を記載 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，原子

炉水位低（レベル１）

到達以降，水位不明と

なった場合は原子炉水
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[1] “ABWR Design Control Document [Tier2，Chapter18，

Human Factors Engineering]”，GE Nuclear Energy，

Mar.1997．

なお，原子炉水位計の凝縮槽内の水位を確認する手段とし

て，凝縮槽表面の気相部と液相部に温度計を設置することと

しており，気相部と液相部に温度差がある場合には，凝縮槽

内の水位が維持されており，また，気相部と液相部に温度差

がない場合には，凝縮槽内の水が蒸発し，水位不明となって

いることを判断することが可能である。 

(5) 原子炉手動減圧に用いる逃がし安全弁の選定について

原子炉注水機能喪失時の原子炉手動減圧に用いる逃がし

安全弁は，以下に示す条件を考慮し「Ｂ弁」及び「Ｍ弁」

を選定している。 

【選定条件】 

①自動減圧機能及び代替自動減圧機能を有する弁とし，

本機能が作動した場合に必要以上の逃がし安全弁が開

とならないようにする。 

②過熱蒸気による逃がし安全弁損傷防止の観点から，開

放する弁は可能な限り離隔させる。（第 13図） 

③残留熱除去系の機能喪失防止の観点から，開放する弁

は残留熱除去系ストレーナから可能な限り離隔させ

る。（第 14 図） 

④サプレッション・プール水温度の上昇を均一にするた

め，可能な限り離れた排気管の位置の弁とする。（第

14図） 

第 14図に示すとおり，「Ｂ弁」と「Ｍ弁」の排気ライン

は比較的近接しているが，サプレッション・プール水量

（2800m3）を勘案すると原子炉からの蒸気凝縮は十分可能で

ある。サプレッション・プールへの熱影響の観点（【選定

条件】④）からは，「Ｂ弁」と「Ｍ弁」の排気ラインは比

較的近接しているが，重大事故対応における悪影響を考慮

し，その他の選定条件（【選定条件】①～③）をすべて満

たす弁を選定している。 

[参考文献] 

[１] “ABWR design Control Document[Tier 2, Chapter 18

Human Factors Engineering]”,GE Nuclear 

Energy,Mar.,1997 

位低（レベル１）到達

から 40分後に減圧する 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，凝縮

槽に設置している温度

計による水位確認手段

を記載 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉手動減圧に用いる逃

がし安全弁の選定の考

え方を記載 
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第 2表 原子炉手動減圧に関する解析結果 

 

 

 

 

 

 

第１表 原子炉減圧のタイミングに関する評価結果 

（逃がし安全弁（自動減圧機能付き）全弁（６個）で減圧した場

合） 

 

 

第２表 減圧弁数に関する評価結果 

  

* 原子炉減圧時の最大炉内蒸気流量[kg/s] 

（減圧時に燃料被覆管が受ける荷重としては，燃料被覆管

内外の圧力差による応力等が考えられ，蒸気流量の増加

とともに大きくなると考えられることから，加わる荷重

の指標として蒸気流量を参考としている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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第 3図 原子炉水位の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能）7個） 

第 4図 積算水素発生量の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能）7個） 

第１図 原子炉水位の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能付き）全弁（６個）） 

第２図 積算水素発生量の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能付き）全弁（６個）） 
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第 5図 原子炉水位の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能）2個） 

第 6図 積算水素発生量の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能）2個） 

第３図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+10分で減圧） 

第４図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+20分で減圧） 
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第 7図 原子炉水位の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能）1個） 

第 8図 積算水素発生量の時間変化 

（逃がし安全弁（自動減圧機能）1個） 

第５図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+30分で減圧） 

第６図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+40分で減圧） 
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第７図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+10分で減圧） 

第８図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+20分で減圧） 

1.3-288



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第９図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+30分で減圧） 

第 10図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+40分で減圧） 
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第 11図 原子炉水位（燃料域）及び原子炉水位（ＳＡ） 

補正曲線 

第 12図 水位不明判断曲線 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，ＢＡ

Ｆ＋20％補正曲線で判

断する手段を記載 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，水位

不明でないことを水位

不明曲線で判断する手

段を記載 
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第 13図 逃がし安全弁の配置図 

第 14図 サプレッション・チェンバ内の 

逃がし安全弁排気管の配置図 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉手動減圧に用いる逃

がし安全弁の選定の考

え方を記載 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉手動減圧に用いる逃

がし安全弁の選定の考

え方を記載 
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添付資料 1.3.9 

逃がし安全弁の電源受電状態について 

サポート系故障時の対応手段のうち，可搬型代替直流電源設備

による逃がし安全弁（自動減圧機能）開放及び復旧について電源

受電状態を第 1図から第 5図に示す。 

第 1図 可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁 

（自動減圧機能）開放（常設代替直流電源設備を使用） 

添付資料 1.3.9 

逃がし安全弁の電源受電状態について 

サポート系故障時の対応手段のうち，可搬型直流電源設備によ

る逃がし安全弁開放及び復旧について電源受電状態を第１図から

第６図に示す。 

第１図 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

（常設代替直流電源設備を使用） 

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成の相違（た

だし，対応手段に必要

となる負荷に対して，

切替盤にて非常用所内

電気設備から受電可能

とするなど基本的な考

え方に相違はない） 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 

1.3-292



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 2図 可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁 

（自動減圧機能）開放（可搬型代替直流電源設備を使用） 

第 3図 代替直流電源設備による復旧 

（可搬型代替直流電源設備を使用） 

第２図 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

（可搬型直流電源設備を使用） 

第３図 代替直流電源設備による復旧 

（可搬型直流電源設備を使用） 

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成の相違（た

だし，対応手段に必要

となる負荷に対して，

切替盤にて非常用所内

電気設備から受電可能

とするなど基本的な考

え方に相違はない） 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成の相違（た

だし，対応手段に必要

となる負荷に対して，

切替盤にて非常用所内

電気設備から受電可能

とするなど基本的な考

え方に相違はない） 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 
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第 4図 代替交流電源設備による復旧 

（常設代替交流電源設備を使用）（1／2） 

第４図 代替直流電源設備による復旧 

（直流給電車を使用） 

第５図 代替直流電源設備による復旧 

（常設代替交流電源設備を使用）(１／２) 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，自主

対策設備として当該設

備を整備している 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成の相違（た

だし，対応手段に必要

となる負荷に対して，

切替盤にて非常用所内

電気設備から受電可能

とするなど基本的な考

え方に相違はない） 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 
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第 4図 代替交流電源設備による復旧 

（常設代替交流電源設備を使用）（2／2） 

第 5図 代替交流電源設備による復旧 

（可搬型代替交流電源設備を使用）（1／2） 

第５図 代替直流電源設備による復旧 

（常設代替交流電源設備を使用）(２／２) 

第６図 代替直流電源設備による復旧 

（可搬型代替交流電源設備を使用）(１／２) 

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成の相違（た

だし，対応手段に必要

となる負荷に対して，

切替盤にて非常用所内

電気設備から受電可能

とするなど基本的な考

え方に相違はない） 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成の相違（た

だし，対応手段に必要

となる負荷に対して，

切替盤にて非常用所内

電気設備から受電可能

とするなど基本的な考

え方に相違はない） 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 
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第 5図 代替交流電源設備による復旧 

（可搬型代替交流電源設備を使用）（2／2） 

第６図 代替直流電源設備による復旧 

（可搬型代替交流電源設備を使用）(２／２) 

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成の相違（た

だし，対応手段に必要

となる負荷に対して，

切替盤にて非常用所内

電気設備から受電可能

とするなど基本的な考

え方に相違はない） 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，電源

供給設備を単線結線図

にて記載 
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添付資料 1.3.10 

現場操作での非常用逃がし安全弁駆動系による 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）開放について 

非常用逃がし安全弁駆動系により逃がし安全弁（逃がし弁機

能）開放を行う場合は，中央制御室からの遠隔操作により実施

する。しかし，中央制御室からの遠隔操作により非常用逃がし

安全弁駆動系による逃がし安全弁（逃がし弁機能）開放が実施

できない場合でも，現場で手動操作により非常用逃がし安全弁

駆動系による逃がし安全弁（逃がし弁機能）開放を実施するこ

とが可能である。 

現場操作での非常用逃がし安全弁駆動系による逃がし安全弁

（逃がし弁機能）開放のタイムチャートについて以下に示す。

（第 1図） 

第 1図 現場操作での非常用逃がし安全弁駆動系による 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）開放 タイムチャート 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，緊急

時対策要員による現場

作業にて対応する手順

を整備しており，添付

資料 1.3.3-5「逃がし

安全弁窒素ガス供給系

による逃がし安全弁駆

動源確保」に作業の成

立性を記載 
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・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備，運用，手段の

相違による判断基準の

相違 

・記載表現の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，本文

中において数値を示し

ていない項目について

のみ解釈一覧にて記載

することとしている 

・記載表現の相違

【東海第二】 

 東海第二は，解釈一

覧，判断基準の解釈一

覧を（1/2～2/2）にて

記載しているが，島根

２号炉は，集約して記

載 
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・設備及び運用の相違

【東海第二】 

設備，運用の相違に

よる判断基準の相違 

・記載表現の相違

【東海第二】 

 東海第二は，解釈一

覧，判断基準の解釈一

覧を（1/2～2/2）にて

記載しているが，島根

２号炉は，集約して記

載 
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・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備，運用の相違に

よる操作基準の相違 

・記載表現の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，本文

中において数値を示し

ていない項目について

のみ解釈一覧にて記載

することとしている 
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・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の相違による弁

番号及び弁名称の相違 

1.3-301



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 1.3.12 

手順のリンク先について 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等につい

て，手順のリンク先を以下に取りまとめる。 

1．1.3.2.2(3)ａ．代替直流電源設備による復旧 

・代替直流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.2(1)ｂ．可搬型代替直流電源設備によ

る非常用所内電気設備への

給電 

1.14.2.3(2)ｂ．可搬型代替直流電源設備によ

る代替所内電気設備への給電 

1.14.2.6(1)ａ．可搬型設備用軽油タンクから

各機器への給油 

2．1.3.2.2(3)ｂ．代替交流電源設備による復旧 

・代替交流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.3(1)ａ．常設代替交流電源設備又は可

搬型代替交流電源設備による

代替所内電気設備への給電 

添付資料 1.3.11 

手順のリンク先について 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等につい

て，手順のリンク先を以下に取りまとめる。  

1．1.3.2.2(4)ａ．代替直流電源設備による復旧 

・代替直流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.2(1)ｂ．可搬型直流電源設備による給

電 

1.14.2.5(1)ガスタービン発電機用軽油タンク

又は非常用ディーゼル発電機燃料

貯蔵タンク等からタンクローリへ

の補給 

1.14.2.5(2)タンクローリから各機器等への給

油 

2．1.3.2.2(4)ｂ．代替交流電源設備による復旧 

・代替交流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.3(1)ａ．ガスタービン発電機又は高圧

発電機車によるＳＡロードセ

ンタ及びＳＡコントロールセ

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，手順の

リンク先を記載

・設備の相違

【東海第二】 

電源構成及び給電対

象負荷の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，燃料を

補給する設備にガスタ

ービン発電機用軽油タ

ンク及び非常用ディー

ゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク等の２種類を設置

しており，それぞれ可搬

型設備へ給油すること

が可能。東海第二は可搬

型設備専用のタンク及

びガスタービン発電機

と非常用ディーゼル発

電機兼用のタンクを設

置。東海第二は，本手順

でタンクローリへの補

給を含む手順として整

理 
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1.14.2.6(1)ａ．可搬型設備用軽油タンクから

各機器への給油 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.14.2.6(1)ｂ．軽油貯蔵タンクから常設代替

高圧電源装置への給油 

 

 

 

 

 

 

 

3．1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

・非常用交流電源設備，所内常設直流電源設備，常設代替交

流電源設備として使用する常設代替高圧電源装置，可搬型

代替交流電源設備として使用する可搬型代替低圧電源車，

常設代替直流電源設備として使用する緊急用125V系蓄電池

又は可搬型代替直流電源設備として使用する可搬型代替低

圧電源車及び可搬型整流器による逃がし安全弁，電動弁及

び監視計器への電源供給手順並びに可搬型窒素供給装置

（小型），常設代替交流電源設備として使用する常設代替

ンタ受電 

1.14.2.5(1)ガスタービン発電機用軽油タンク

又は非常用ディーゼル発電機燃料

貯蔵タンク等からタンクローリへ

の補給 

1.14.2.5(2)タンクローリから各機器等への給

油 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

・非常用交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常設

代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機，可

搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車，常設

代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池又は

可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車，Ｂ１－

115V系充電器（ＳＡ）及びＳＡ用115V系充電器による逃が

し安全弁，電動弁及び監視計器類への電源供給手順並びに

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，燃料を

補給する設備にガスタ

ービン発電機用軽油タ

ンク及び非常用ディー

ゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク等の２種類を設置

しており，それぞれ可搬

型設備へ給油すること

が可能。東海第二は可搬

型設備専用のタンク及

びガスタービン発電機

と非常用ディーゼル発

電機兼用のタンクを設

置。東海第二は，本手順

でタンクローリへの補

給を含む手順として整

理 

・運用の相違 

【東海第二】 

島 根 ２ 号 炉 は ，

「1.14.2.5(1)ガスター

ビン発電機用軽油タン

ク又は非常用ディーゼ

ル発電機燃料貯蔵タン

ク等からタンクローリ

への補給」の手順の中で

自動給油されることを

記載 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 
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高圧電源装置，可搬型代替交流電源設備及び可搬型代替直

流電源設備として使用する可搬型代替低圧電源車及び非常

用交流電源設備への燃料給油手順 

＜リンク先＞ 1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.2(1)ａ．所内常設直流電源設備による

非常用所内電気設備への給電 

1.14.2.2(1)ｂ．可搬型代替直流電源設備によ

る非常用所内電気設備への給

電 

1.14.2.3(1)ａ．常設代替交流電源設備又は可

搬型代替交流電源設備による

代替所内電気設備への給電 

1.14.2.3(2)ａ．常設代替直流電源設備による

代替所内電気設備への給電 

1.14.2.3(2)ｂ．可搬型代替直流電源設備によ

る代替所内電気設備への給電 

1.14.2.6(1)ａ．可搬型設備用軽油タンクから

各機器への給油 

機，可搬型代替交流電源設備及び可搬型直流電源設備とし

て使用する高圧発電機車及び非常用交流電源設備への燃料

補給手順 

＜リンク先＞ 1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.2(1)ａ．所内常設蓄電式直流電源設備

及び常設代替直流電源設備に

よる給電 

1.14.2.2(1)ｂ．可搬型直流電源設備による給

電 

1.14.2.3(1)ａ．ガスタービン発電機又は高圧

発電機車によるＳＡロードセ

ンタ及びＳＡコントロールセ

ンタ受電

1.14.2.2(1)ａ．所内常設蓄電式直流電源設備

及び常設代替直流電源設備に

よる給電 

1.14.2.2 (1)ｂ．可搬型直流電源設備による給

電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タン

ク又は非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク等からタンクロ

ーリへの補給 

1.14.2.5(2) タンクローリから各機器等への

給油 

④の相違

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，燃料を

補給する設備にガスタ

ービン発電機用軽油タ

ンク及び非常用ディー

ゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク等の２種類を設置

しており，それぞれ可搬

型設備へ給油すること

が可能。東海第二は可搬

型設備専用のタンク及

びガスタービン発電機

と非常用ディーゼル発

電機兼用のタンクを設

置。東海第二は，本手順

でタンクローリへの補

給を含む手順として整

理 
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1.14.2.6(1)ｂ．軽油貯蔵タンクから常設代替

高圧電源装置への給油 

1.14.2.7(1) 非常用交流電源設備による非常

用所内電気設備への給電 

1.14.2.7(3) 軽油貯蔵タンクから２Ｃ・２Ｄ

非常用ディーゼル発電機及び高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機への給油 

・操作の判断，確認に係る計装設備に関する手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

1.14.2.6(1) 非常用交流電源設備による給電 

・操作の判断及び確認に係る計装設備に関する手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

・運用の相違

【東海第二】 

島 根 ２ 号 炉 は ，

「1.14.2.5(1)ガスター

ビン発電機用軽油タン

ク又は非常用ディーゼ

ル発電機燃料貯蔵タン

ク等からタンクローリ

への補給」の手順の中で

自動給油されることを

記載 

・記載表現の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，上記

「1.14.2.6 (1) 非常用

交流電源設備による非

常用所内電気設備への

給電」にて手順を記載 
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